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平成21年度がん対策関係予算案  

〈 

厚生労働省  

文部科学省  

経済産業省  

237億円（236億円）  

186億円（203億円）  
102億円（106億円）  

※カツコ書きは平成20年度予算額  

がん対策予算（3省）524億円（545億円）  

がん対策推進基本計画  
l●■■←－－■●■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■－■■■■■l   

全ての患者・家族の安心  

がんによる死亡者の減少  

（20％減）  

全てのがん患者1家族の  

苦痛の軽減・療養生活の質の向上  
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重点的に取り組むべき事項  
厚24億円  

放射線療法■化学療法の  

推進、これらを専門的に  
行う医師等の育成   

治療の初期段階からの  

緩和ケアの実施  
がん医療  

に関する  

相談支援・  

情報提供  

がんの  

早期発見  
厚7億円  

受診率  

50％  
すべての拠点病院で  

「放射線療法・外来化学療法」  

を実施  

すべてのがん診療に携わる医師に  

緩和ケアの基本的な研修を実施  

すべての   

2次医療圏に  

相談支援センター  

を設置し、研修を  
修了した相談員  

を配置  

厚28億円  

がんの予防  

原則、すべての2次医療圏に拠点病院を設置し、  
医療機関の整備等  厚11億円   

5大がんの地域連携クリテイカルパスを整備  
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望
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※ がん検診事業（地方交付税措置）1，300億円程度  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  平成19年度   平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（1）がん医療  l厚生労働省l  l厚生労働省】  

①射線病魔．化学  5，423，496千円  5，413，786千円  

療法の推進及び医療  （がん診療連携拠点病院制度）  
従事者の育成  放射線療法及び化学療法の実施体制の更なる強化等を  

図るため指定要件を見直し  （設備整備等）  

①がん診療連携拠点病院の機能強化のための補助  がんに係る放射線治 療機器緊急整備事  
・がん診療を行っている      （設備整備等）  

がんに係る放射線治  業   5406000千円   
医療機関が放射線療法及  ①放射線治療機器（リニアック）緊急整備  

療機器緊急整備事  1960000千円  がん医療指導者糞   
び化学療法を実施できる  34施設に整備  業  がん診療連携拠点  成研修事業   

ようにするため、まずは  3，360．000千円  病院機能強化事業   59，511千円  

その先導役として、すべ   （研修等）  
3，055，000千円    がん専門医臨床研   

ての拠点病院において、   病院機能強化事業  1国立がんセンターにおけるがん診療に専門的に携わ  がん医療指導者養  修モアル事業   

女盤          5年以内に 放射線療法  1，669，500千円  る医療従事者に対する研修の実施   
成研修事業   383．520千円   

及び外来化学療法を実施   ①放射線治療計画に関する研修の実施   がん医療指導者糞        仁多・ ②がん診療連携拠点病院における地域のがん診療に携   61，326千円 がん医療水準均て  がん医積水準均て ん化の推進に向けた   
できる体制を整備すると  21名（診療放射線技師等）   

成研修事業   
64557千円  わる医療従事者に対する研修の実施   ん化の推進に向けた  

ともに、拠点病院のフち、  ②がん化学療法医療チーム養成研修の実施112名   がん医療水準均て  ③がん診療に専門的に携わる医師がインターネットを  看護職員資質向上  対策   
少なくとも都道府県がん  ③短期がん専門研修の実施 6名■（医師）   ん化の推進に向けた  利用した学習を可能にする環境の構築等  対策   137，686千円   

診療連携拠点病院及び特  ④がん看護研修企画■指導者研修の実施   看護職負資質向上  138，113千円  専門薬剤師研修事   

定機能病院において、5   140名（看護師）   対策  専門薬剤師研修事  業  
業  114，鋸5千円  

年以内に、放射線療法部 門及び化学療法部門を設    n ⑤がん患者に対する看護ケアの充実のため都道府県カテ 行う質の高い看護師育成事業の企画・立案及び評価  161，806千円 専門薬剤師研修事 業  114，825千円   

置することを目標とする。   
抗がん剤等の医薬品に   

を行うための検討会の開催に必要な経費の補助   （医薬品）  

⑥がん詮療に従事する医師等の研修  日米欧三極治験相  

ついては、「革新的医薬  医師11名 がん登録実務者137名 臨床検査技師4名  、 

品・医療機器創出のため  看護師講義研修43名、実地研修15名  種施策を実施   
11，431千円  12，018千円  

日中韓治験調査対  
の5か年戦略！に基づき、   
5年以内に新薬の上市ま  

策事業費  検討費  
利用した学習を可能にする環境の構築等  32，588千円  9，617千円  

での期間を2．5年短縮  コンハ●ッショネ」、・ユース  

することを目標とする。  （医薬品）  治験実施調査対策  検討費   事業費   

なお、放射線療法及び  ①「有効で安全な医薬品を迅速に提供するための検討  事業費  9，627千円   11．399千円   

外来化学療法の実施件数   会」報告書とりまとめ  42，551千円  治験実施調査対策  

を集学的治療の実施状況       ロ  ロム＼A －・    ファーマコケ■ノミクス等利  事業費   用医薬品臨床評価  

を評価するための参考指   用医薬品臨床評価  21，562千円  

推進費  一、ノ   6，900千円  
標として用いることとす  

6，723千円  用医薬品臨床評価  
る。   医薬品等審査情報  推進費  収集調査費（国内未  

収集調査費（国内未  6，819千円  

承認薬海外承認情  医薬品等審査情報  

報収集調査費）  収集調査費（国内未  2，485千円  

3，629千円  承認薬海外承認情  
報収集調査費）  

2，495千円  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  
予算額  予算額   予算案  

（個別目標）  

1．4UU，UUU‾「H  文部科学省I   一 文部科学省l  1nnnn／1／1＝亡．m 1，プリU♪リリUl「1  nnnnn√1∩二1二「†1 ムIUUU】UUUl「1  

がんプロフェッショナル養成プランにおいて、専   がんプロ7ェッショナ  がん医療の担．い手となるがん専門医師及びがんに特化  がんプロフェッショナ ル養成プラン  
ル養成プラン  ル養成プラン  

門医師等の養成のための18事業92大学への支援  1，400，000千円  1．900，000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   

（個別目標）  

（1）がん医療  
l厚生労働省l  270，635千円  454，614千円  

②崖起とZ  

（がん診療連携拠点病院制度）  
10年以内に、すべて  

のがん診療に携わる医師  
が研修等により、緩和ケ  
アについての基本的な知  

がん医療に携わる  

医師に対する緩和   
織を習得することとする。  ①緩和ケアに関する指導者研修の実施 78名   がん医療に携わる   

原則として全国すべて  ②精神腫瘍学に関する指導者研修の実施 57名   ケア研修等事業  ①都道府県やがん診療連携拠点病院等において開催さ   141．250千円  147，700千円   
の2次医療圏において、   ③がん診療連携拠点病院緩和ケアチーム研修の   がん医療に携わる  知識の習得を行い、治療の初期段階から緩和ケアが提  がん対策推進特別  都道府県がん対策   
5年以内に、緩和ケアの  実施200名   医師に対するコ  供されることを目的とし、「がん診療に携わる医師に  事業（緩和ケア研  重点推進事業（緩   
知識及び技能を習得して  ④がん診療連携拠点病院緩和ケアチームワークショッ  ミュニケーション技  対する緩和ケア研修会の開催指針」を定める   修部分）   和ケア研修部分）   

いるがん診療に携わる医  プの実施172名   術研修事業   ②都道府県やがん診療連携拠点病院等において、がん   141，235千円  249．077千円   
師数を増加させるととも  ⑤在宅ターミナルケア研修等経費   25，781千円  診療に携わる医師盲対象とし、緩和ケアの基本的な知  インターネットを活  インターネットを活   
に、緩和ケアに関する専  都道府県が実施する   がん患者に対する  識の習得を目的とした緩和ケア研修会を開催   用した専門医の育  用した専門医の育   

門的な知識及び技能を有   ア 在宅ターてナルケア研修   リハビリテーション   ③緩和ケア研修会における指導者の育成を目的とした  成等事業   成等事業   

する緩和ケアチームを設   イ 在宅ターキナルアドパイザー派遣   に関する研修事業  研修会を開催   101，346千円  101，330千円   

直している拠点病院等が   ウ 在宅ターてナルケア普及事業   16，198千円  ④緩和ケアチームに対する研修を実施   がん医療に携わる  がん医療に携わる   

ん診療を行っている医療  エ．在宅ターミナルケア地域連携会議   
機関を複数箇所整備する  医療水準調査事 業  ⑤がん診療に専門的に携わる医師がインターネットを   ＿′1当■t刃 金b－  医師に対するコ ミュニケーション技  医師に対するコ ミュニケーション技   利用した学層を可陀にする環境の構築  
ことを目標とする。   

術研修事業   術研修事業   
に必要な経費に対する補助 ⑥都道府県における在宅緩和ケア支援センターの設置   7，299千円 医療用麻薬適正   ⑥がん患者に対するリハビリテーションに関する研修  32，048千円  31．192千円   

なお、医療用麻薬の消  や在宅緩和ケア推進連絡協議会の設置、在宅緩和ケア  使用推進事業   を実施   がん患者に対する  がん患者に対する   
費量については、緩和ケ  に従事する医師等の研修の実施に必要な経費の補助   15，640千円  ⑦がん医療に携わる医師に対するコミュニケーション   リハビリテーション  リハビリテーション   
アの推進に伴って増加す  ⑦医療従事者に対してリハビリテーション技術を習得  技術に関する研修を実施等  に関する研修事業  に関する研修事業   
るものと推測されるが、  するための研修を実施   【再掲】在宅ターミ  15．123千円   14，670千円   
それ自体の増加を目標と  159名（研修）、396名（セミナー）   ナルケア研修等経  医療用麻薬適正  医療用麻薬適正   
することは適当ではない  ⑧医師に対して、患者へのコミュニケーション技術を  費  使用推進事業  使用推進事業   
ことから、緩和ケアの提  習得するための研修を実施   84．777千円  23，612千円   17，488千円   

供体制の整備状況を計る  72名（研修）、214名（セミナー）   （普及啓発等）  
ための参考指標として用  推進事業   ①緩和ケアに関する一般国民への普及啓発の実施   
いることとする。   （普及啓発等）   128，㈹3千円  ②医療関係者向けに、医療用麻薬の適正な使用推進の  

①一般国民を対象とした緩和ケアの普及啓発を実施  ための講習会を開催するとともに、諸外国調査及びア  
②全国の一般医師への緩和ケアに対する意識調査を実  ンケート調査結果等をもとに、医療用麻薬適正使用マ  
施するとともに、緩和ケアのマニュアルを作成  ニュアルを作成し、配布する。  

③がん診療連携拠点病院で実施されている緩和ケア及  
び相談支援センターにおける水準調査を実施  



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（研究）   （研究）   

【再掲】第3次対が    【再掲】第3次対が  【再掲】第3次対が   第3次対がん総合戦略研究事業 がん対策のための戦略   第3次対がん総合戦略研究事業 がん対策のための戦略  

研究 r緩和ケアプログラムによる地域介入研究」班による  ん総合戦略研究  研究「緩和ケアプログラムによる地域介入研究」班による  ん総合戦略研究  ん総合戦略研究  

地域の緩和ケアの普及方法について検討  経費  地域の緩和ケアの普及方法について検討  経費  経費  
6，177，790千円の  6，486，679千円の  

内牧  内数  内数  

】文部科学省l  1，400，000千円   婁文部科学省  1，900，000千円  

がんプロフェッショナル養成プランにおいて  【再掲】がんプロ  
フエッソヨナル養成  

等の養成のための18事業92大学への支援   専門医師  【再掲】がんプロ  がん医療の担い手となるがん専門医師及びがんに特化し  【再掲】がんプロ       フェッショナル養成 プラン  プラン  プラン  

1，400，000千円   1．900．000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標達成に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度の国の主な取組   

平成19年度   
平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  予算額  予算額   予算案   

（個別目標）  

（1）がん医療  l厚生労働省【  l厚生労働省l  
③産室塵塵  213，580千円  197，037千円  

・がん患者の意向を踏ま  
え、住み慣れた家庭や地  
域での療養を選択できる  
患者数の増加を目標とす  
る。  
なお、目標については、  （研修等）  

がん患者の在宅での死亡  ①在宅ターミナルケア研修等経費  在宅ターミナルケ      在宅ターミナルケ   
割合を参考指標として用  都道府県が実施する   ア研修等経費   等により、訪問看護ステーション看護師に対して在宅  ア研修等経費  ア研修等経費   
いることとする。   ア．在宅ターミナルケア研修   84．777千円  84，651千円   55，鋸0千円  

イニ 在宅ターミナルアドバイザー派遣  ②在宅において緩和ケアの提供、看取りの実施等のサ  在宅緩和ケア対策  在宅緩和ケア対一策  
ウ．在宅ターミナルケア普及事業  ービスを希望する患者等に対し、総合的な相談・支援  推進事業   推進事業  
エ，在宅ターミナルケア地域連携会議  や地域における医療関連施設等と人材の確保を図ると   112．386千円  78，694干円  

に必要な経費に対する補助  ともに、在宅療養上の適切な支援を実施  
【再掲】がん診療連  

在宅緩和ケア対策   
や在宅緩和ケア推進連絡協議会の設置、在宅緩和ケア  推進事業   識の習得を目的とした緩和ケア研修会を開催  強化事業   強化事業  
に従事する医師等の研修の実施に必要な経費の補助   128，803千円  3．055，000千円  5，406，000千円  

（研究）   【再掲】第3次対が  （研究）  

ん総合戦略研究  
【再掲】第3次対が  
ん総合戦略研究  

経費  経費  
班による地域の緩和ケアの普及方法について検討  6，177，790千円  

経費  
6，486，679千円  

の内牧  の内数   の内数  



「がん対策推進基本計画」の目標達成に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（1）がん医療  】厚生労働省l  【厚生労働省l  
①診療ガイドラインの作成  

・科学的根拠に基づいて   （研究）   
作成可能なすべてのがん  

の種類についての診療ガ  【再掲】第3次対 がん総合戦略研 究経費  

イドラインを作成すると  
ともに、必要に応じて更  6，177，790千  
新していくことを目標と  円の内数  アップを実施   円の内数   円の内数  

する。   

、」   



「がん対策推進基本計画」の目標に向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  平成19年度  
平成20年度の国の主な取組   

平成20年度  
における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  

（個別目標）  

（2）医療機関の整備等  厚生労働省  

1，825，457千円  2，224，158千円  

・原則として全国すべて   （主な予算）  （主な予算）   （主な予算〕   

がん医療の均てん化を目指し、がん診療連携拠点病院  がん診療施設情報  
の2次医療圏において、  
3年以内に、概ね1箇所  ネットワーク事業  ネットワーク事業  

312，392千円  312，392千円   
程度拠点病院を整備する  

（設備整備等）  がん診療連携拠点  
とともに、すべての拠点  

に、5大がん（肺がん、   補助   
ざJl・まふ、・→ 女  

26751千円   んて「言   504，000千円   62，595千円   
胃がん、肝がん、大腸が  ②がん診療連携拠点病院の全国連絡協議会を実施する  全国がん診療連携  ②医療連携体制強化を図るため、がん診療連携拠点病  国立がんセンター  全国がん診療連携   
ん、乳がん）に関する地   などによる医療連携体制強化   拠点病院連絡協   院の全国連絡協議会を実施   東病院通院治療  拠点病院連絡協   
域連携クリティカルパス  ③国立がんセンター東病院において、患者の身体的・  議会等経費   ③がん対策情報センターにより、がん診療連携拠点病  部経費   議会等経費   

を整備することを目標と   経済的負担を軽減し、QOLを高めることができる   1，314千円  院に対する診療支援や情報発信、医療従事者への研   62，603千円   1，153千円   

する。   よう、外来に設置した通院治療部において抗がん剤  がん対策推進特別  修等を実施   全国がん診療連携  都道府県がん対策  

治療を実施   事業（緩和ケア研  ④国立がんセンター東病院において、患者の身体的・  拠点病院連絡協  重点推進事業（綬  

①がん対策情報センターによる診療支援の実施   修除く）   経済的負担を軽減し、QOLを高めることができる  議会等経費   和ケア研修除く）  

■病理診断コンサルテーションの実施 90件   1，485，000千円  よう、外来に設置した通院治療部において抗がん剤   1，398千円  

・画 診断コンサ／レテーションの 施 36   治■、を一施   がん対策推進特別   

・放射線治療品質管理甲支援 352件  【再掲】  事業（緩和ケア研   
がん診療連携拠点   
病院機能強化事  を整備  1．343，765千円  

業  
1，669，500千円  【再掲】  【再掲】  

がん対策情報セン  がん診療連携拠点  

ター経費  病院機能強化事  
1β98，486千円  業  業  

5，406，000千円  
がん対策情報セン  

ター経費  ター経費  
1．821，117千円  

（研究）  
【再掲】第3次対が  

ん総合戦略研究   

経費 5，834，769千円  
により、各地域で活用可能な地域連携クリティカルパス  
モデルの作成  

の内数  の内数  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（3）がん医療に関する相談  

支援及び情報提供  l厚生労働省t  厚生労働省  

1．746，739千円  1，750，733千円  

・原則として全国すべて  
の2次医療圏において、  相談支援センターの体制の更なる強化等を図るため指  
3年以内に、相談支援セ  
ンターを概ね1箇所程度  
整備するとともに、すべ  がん対策情報セン   （設備整備等）  がん対策情軒セン   

ての相談支援センターに  （∋がん対策情報センターによる情報提供体制の整備等  ター経費 1，698，486千円  ①がん診療連携拠点病院に対する相談支援センターの  クー経費  ター経費  

おいて、5年以内にがん  aホームページからの情報提供  機能強化のために必要な経費に関する補助   1，698，986干円  
がん相談支援推進 事業  がん相談支援推進  対策情報センターによる   ・がん情報サービス170万PV／月  

・新規拠点病院情報の追加更新  11，902千円  

事業  研修を修了した相談員を  事業  
15，396千円  15，138干円  

配置することを目標とす  ・拠点病院主催イベント情報の掲載  がん総合相談事業  がん総合相談事業  
る。  一般向け65件、医療者向け87件  36，351千円  36，351千円   36，351干円   

また、がんに関する情  
報を掲載したパンフレッ  ・地域懇話会の開催（6府＝県開催）  

トの種類を増加させると  ・一般向けがん情報講演会の開催（3回開催）  
ともに、当該パンフレッ  ・マスコミ関係者向けメディアセミナーの開催  
トを配布する医療機関等  
の数を増加させることを  15種類230万冊作成拠点病院、都道府県等に配布  
目標とする。加えて、当  成人のがん24種類コンテンツ作成  
該パンフレットや、がん  
の種類による特性等も踏  
まえた患者必携等に含ま  
れる情報をすべてのがん  
患者及びその家族が入手  
できるようにすることを  （研修等）  

目標とする。   ①相談支援センター相談員講習会の実施133名  がん対策情報センターにおいて、がん相談員研修の実   
さらに、拠点病院にお  施及び相談支援マニュアルの作成等を実施  

ける診療実績、専門的に  
がん診療を行う医師及び  
臨床試験の実施状況に関  
する情報等を更に充実さ  
せることを目標とする。   



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別日標）  

（4）がん登録  l厚生労働省l  1厚生労働省  

22，293千円  31，564千円  

・院内がん登録を実施し   （がん診療連携拠点病院制度）  （体制整備等）  

ている医療機関数を増加  がん登録の実施体制の更なる強化等を図るため指定要  ①がん診療連携拠点病院に対する院内がん登録の機能   
させるとともに、すべて  強化のために必要な経費に関する補助  
の拠点病院における院内  ②地域や全国レベルで正確ながんの雁患率を把握する  
がん登録の実施状況（診  ための整備や、がん診療連携拠点病院等へ情報提供を．  

断から5年以内の登録症  実施  
例の予後の判明状況など）  

を把握し、その状況を改  
蕃することを目標とする。  

またすべての拠点柄   院内がん登録促進  院内がん登録促進   

院において5年以内に、   ①がん対策情報センターにおいてがん登録に係る研修  事業   精度の高いがん登録を実施するため、がん診療連携拠  事業   事業   

がん登録の実務を担う者  を実施   11．440千円  14，791千円  14，806千円  

が必要な研修を受講する  ・院内がん登録の見学研修129名  実施  
ことを目標とする。  ・地域がん登録行政担当者・実務者講習会の実施  

さらに、がん登録に対  143名  

する国民の認知度調査を  ・院内がん登録実務者研修会の実施1，527名  
行うとともに、がん登録  がん登録調査・稗  がん登録調査・精  

の在り方について更なる      （普及啓発等）  度管理指導事業   度管理指導事業  
検討を行い、その課題及  10，853千円  国民・患者向けに分かりやすく情報提供を実施  16，773千円   15，848千円  

び対応策を取りまとめる  
ことを目標とする。   ②院内がん登録実施状況調査の実施  

（研究）  （研究）  

厚生労働科学研究班により、がん登録の在り方につい  厚生労働科学研究班により、がん登録の在り方につい  
て検討  て検討  

※地方交付税措置  ※地方交付税措置  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   、平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額   平成20年度の国の主な取組  予算額   予算案  

（個別目標）  

（5ノがん〝ノうγ肋   厚生労働省   2，323，971千円   】厚生労働省 ■   2，523，615千円  2，823，960千円   

・ 発がんリスクの低減を   （行政栄養士業務指針の見直し）   がんに関する普及  （施策の充実強化）   がんに関する普及  がん総合推進事業   

図るため たばこ対策に   生活習慣病予防の徹底を図るため、特定健診・特  啓発推進事業   ①栄養・食生活改善支援対策として「食事バランスガ  啓発推進事業   168，288千円   

ついてすべての国民が喫   定保健指導の実施が医療保険者に義務づけられ、こ   113，123千円  イド」の普及啓発等、食育に関する施策の充実強化を   169，261千円  栄養・食生活改善   

煙の及ぼす健康影響につ   の実施者に管理栄養士が位置付けられたことや、食  栄養・食生活改善  図る。  栄養・食生活改善  支援対策費   
いて十分に認識すること   育の推進 地域における健康教育の充実等も踏まえ、  支援対策費  支援対策費   5．044千円  

適切な受動喫煙防止対策  行政栄養士業務指針の見直しの検討を行った。  8∫646千円  5．989千円  

を実施すること、未成年  たばこ・アルコール  たばこ・アルコール   

（普及啓発等）   
対策推進費  （普及啓発等）  対策推進費   9，680千円  

者の喫煙塞を3年以内に  
13，340千円  ′一てlリ  0％とすること、さらに   

禁煙支援プログラムの吏   ①たばこの受動喫煙防止対策の重要性や飲酒に起因   たば一対策促進事  ①たばこの受動喫煙防止対策の重要性の普及啓発や飲     片ゃ   ‾・ヱ址乙‾又〟 ／一  11．199干円 たばこ対策促進事  健康的な生活習慣 づくり重点化事業    する疾患等の正しい知識の普及のた捌こそれぞれシ  業  酒に起因する疾患寺の正しい知識の1日及啓発等を実力軋               人二  業  （たばこ対策促進   
なる普及を図りつつ、喫   ンポジウムを行った。   45540千円  ②未成年者の喫煙防止対策、受動防止喫煙対策等地域     ／   45，540千円  事業）   
煙をやめたい人に対する   ②地方自治体の申請に基づいて地域の実情にあわせ  健康増進総合支  の実情にあわせた施策を実施。   健康増進総合支   53，510千円   
禁煙支援を行っていくこ   たたばこ対策に対する国庫補助を行った。   援システム開発等   援システム事業費  健康増進総合支   
とを日標とする。   ③科学的知見に基づく正しい情報の発信、自ら生活  経費  ③科学的知見に基づく正しい情報の国民への発イ言自ら  115．550千円  援システム事業費   
また、健康日本21に   習慣の改善を行うプログラムの開発、専門家の個別   174．703千円  生活習慣の改善を行うことを支援するプログラムの開  国立がんセンター  109，023千円   

掲げられている「野菜の   保健指導が受けられる双方向対話型プログラムの開  国立がんセンター  発、保健師等の専門家の個別指導が受けられる双方向  がん予防・検診研  国立がんセンター   
摂取量の増加云、「1日   発を終了し、20年度に運用するための準傭を行った。  がん予防，検診研  対話型プログラムの機能を有する健康増進総合支援シ  究センター経費  がん予防・検診研   
の食事において 果物類   ④肝炎対策・ウイルス肝炎予防感染者を支援し、各  究センター経費  ステムを運用する。   549，661千円  究センター経費   

を摂取している者の増加：   自治体における一層の肝炎対策を推進するため、リ   516，985千円  ①肝炎対策・ウイルス肝炎予防感染者を支援するため、  肝炎等克服緊急   618－003千円   

及び用ヒ肪エネルギー比   ーフレットやポスターなどを作成し 広く国民に正  肝炎等克服緊急  各自治体におけるの一層の肝炎対策を推進するため、  対策研究費   肝炎等克服緊急  
串の減少ノ等を目標とす   しい知識を普及させた。   対策研究費   リーフレットやポスターなどを作成し、広く国民に正  1．602．314千円 火対策費・肝火  対策研究費 1839375千円   る。   

、ルス、 ウイルスに関する  

ウイルスに関する   相談事業等委託   
し、医師等による相談事業等を行った。   相談事業等委託  費   相談事業等委託  

費   24．101千円   費   
26，100千円  21．037千円  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（研究）   【再掲】肝炎等克  （研究）   
【再掲】肝炎等克  

⑤肝炎等克服緊急対策として、ウイルス肝炎の予防  服緊急対策研究  ⑤肝炎等克服緊急対策として、多様な患者病態に合わ  服緊急対策研究  
費  

・治療法の開発をはじめとして、ウイルス肝炎の病  費   費 1，60Z，314千円   
また、研究者及び一般国民向けの研究成果発表会  基盤的研究、医療経済、医療の標準化等の社会医学的  

を開催し、肝炎研究の取組についての理解と関心の  研究を行い、肝炎ウイルスの病態及び感染機構の解明  
喚起を囲った。  並びに肝炎、肝がん等の予防及び治療法の開発等を行  

。  

※地方交付税措置  

（2）塩畳旦盈鼠  

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための  
指針について」（平成20年3月31日付け健発第0331058  
号厚生労働省健康局長通知）  

予防健康教育の対象に胃がんを追加、市町村に対し  
て継続的な受診指導等を行うこと、がん検診について  
の事業評価の一環として精度管理に関する検討を義務  
づけるなど、受診率の向上を念頭に従来の指針を改正。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度   

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案   
（個別目標）  

（6）がんの早期発見  厚生労画盲「    l   弓 厚生労働省；   

677，369千円  1，834，040千円  2，410，643千円   
・ がん検手金の受診率につ  （精度管理）  （精度管理）  

いて、欧米諸国に比べて   ①がん検診に関する検討会を平成19年6月から平成  がん検診精度管理  ①がん検診精度管理を向上させるため、検診機関の設  がん検診精度管理  がん検診精度管理   
低いことも踏まえ、効果  19年12月までの間に3回開催し、肺がん検診にお  評価事業   置基準や実施担当者の習熟度等のプロセス評価、及び  評価事業   評価事業   
的・効率的な受診間隔や  ける検診方法やがん検診の事業評佃等について検討を   12．989千円  受診率、要精密検査率、がん発見率等の数値基準など   12，722千円   7，173千円   
重点的に受診勧奨すべき   行い、とりまとめられた中間報告書は地方公共団体等  がん検診実施体射  のアウトカム評価等を推進する七めの検討会を開催す  がん検診実施体掛  がん検診受診促進   
対象者を考慮しつつ5年  に周知を行った。   強化モデル事業  る。  強化モデ／レ事業  企業連携委託事   

以内に 50％以上（乳  ②がん検診事業の評価に関する委員△を平成19年6   55∫000千円  57．603千円  業   

、 
女性のがん検診に  

、 等）とすることを目標と  関する普及啓発推  

、 向上及び精度管理・事業評価に向けた取組の在り方に  進事業  
する。  

上企業連携推進  

98，465千円  99′900千円  
また、すべての市町村  マンモグラフィ検診   

において、精度管理・事  共団体等に周知を行った。   従事者研修事業  従事者研修事業  女性の鯉康支援   
業評価が実施されるとと  156，540千円  156．540千円  
もに、科学的根拠に基づ  （設備整備等）  （設備整備等）  乳がん用マンモコ   
くがん検診が実施される  （卦マンモグラフィ検診の診断精度及び受診率を向上さ   精度向上事業   ②読影技術の補完としてCADを導入し、見落としな  イル緊急整備事業  マンモグラフィ検診   
ことを目標とする。なお、  せるため、CADの整備に対する国庫補助を行った。   354，375千円  どの件数を削減し、検診精度の向上を図る。   866．250千円  従事者研修事業   
二れらの目標については、  伍）乳がん検診について、平成17・18年度と検診体  ③これまで検診体制確立のため、読影医師等の研修に  マンモグラフィ遠隔  156，54U千円   

精度管：哩・事業評価を実  制を確立するため、機器の緊急整備や読影医師等の研  取り組んできたところであるが、今後は、これらの研  診断支援モデル事  乳がん用マンモコ   
施している市町村数及び  修に取り組んできたところであるが、これらの研修を  修を受けた者を含め、さらにレベルアップさせるため  業   イル緊急整備事業   

科学的根拠に基づくがん  受けた者を含め さらにレノヾルアップさせるための上  の上級研修を実施し、より精度の高いマンモグラフイ   286，650千円  866．250千円   

検診を実施している市町  級研修を実施し、より精度の高いマンモグラフィ検診  検診を推進する。   マンモグラフィ検診  

村数を参考指標として用  を推進する研修事業への国庫補助を行った。  精度向上事業 35 

いることとする。   ⑤乳がん及び子宮がんの予防、早期発見及び早期治療  してがん検診の受診率向上、死亡者の減少につながる  4．375千円   

を図るため、検診の受診を勧奨するための啓発普及事  検診を推進するため、適齢層への啓発活動を行う。  
労働災害防止封  
策費補助金（デジ  

業への国庫補助を行った。  ⑤市町村が実施するがん検診については、各実施機関  タル機能搭載レン  
（参都道府県において、がん検診実施機関等の個別デー  ごとの受診者数、要精密検査率等のデータが把握でき  トゲン検診車の整  
タを収集してデータベースを構築しHPにて公表する  ていないことから、都道府県においてがん検診実施機  傭補助）  

事業への国庫補肋を行った。  関の個別データを収集してデータベースを構築する体  310－500干円  
制を構築事業。  
⑥読影による診断に困難な事例がある場合など、より  
技術力のある読影医師のいる病院等ヘデータで送受信  
し、的確な助言一指導を受けることができるよう診断  
支援を行う。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

（2）塩塵旦盈盟  

①「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため  
の指針について」（平成20年3月31日付け健発第0331  
058号厚生労働省健康局長通知）  

予防健康教育の対象に胃がんを追加、市町村に対  
して継続的な受診指導等を行うこと、がん検診につ  
いての事業評価の一環として精度管理に関する検討  
を義務づけるなど、受診率の向上を念頭に、従来の  
指針を改正。  

②「健康診査管理指導等事業実施のための指針につい  
て」（平成20年3月31日付け健総発第0331012号厚生労  
働省健康局総務課長通知）  

生活習慣病検診等管理指導協会の下に各がん部会  
（胃がん部会等）を設置、生活習慣病検診等従事者  

講習会などの各種講習会等の実施、事業評価及び精  
度管理等の実施  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策 
／  

がん対策推進基本計画  
平成19年度  平成20年度  

における分野別施策  平成19年度の国の主な取組  予算額   平成20年度の国の主な取組  予算額   予算案   
（個別目標）  

8，689，59丁十H  がん医療  】厚生労働省l  9，137，093千円  

（7）曳さ＆軌究  

第3次対がん総合  第3次対がん総合  

・がんによる死亡者の減   （支援等）  戦略研究経費   戦略研究経費．   

少 すべてのがん敗者及  多施設臨床試験支援を実施   6－177，790千円  ノノ がん対策情報センターにより、多施設共同臨床試験支援  6．486・679千田  5，834，769千円   

びその家族の苦痛の軽減  ・支援中の臨床試験  第3次対がん総合  第3次対がん総合  

並びに療養生活の質の維  試験数98試験、患者登録総数1050名  戦略企画運営会」、   戦略企画運営象   

持向上を実現するための  
議経費！ 711；   読経費 ノ／843一  円  

（研究）  

円  地球規模保健課  
（研究）  腰椎越研究経費  

がん対策に資する研究を                 千円 がん研究助成金  1．803．750千円  229，786千円   
とを目標とする。   1803750   

ナル・リサーチ、がん医療における標準的治療法の確立  腫瘍ゲノム解析・  の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現するためのが  腫瘍ゲノム解析・  1，903，750千円  
を目的とした多施設共同臨床研究、緩和ケア等の療養生  情報研究部経費  ん対策に資する研究を実施  情報研究部経費  国立がんセンター  

活の質の維持向上に関する研究、がんの実態把握とがん  57，355千円  57，653千円  腫瘍ゲノム解析・  
情報の発信に関する研究、及び、均てん化を促進する体  国立がんセンター  国立がんセンター  情報研究部経費  

制整備等の政策課題に関する研究の推進   臨床開発センター  臨床開発センター  57，614千円  

経費  経費  国立がんセンター  

②がん研究助成金 がんの予防、診断、治療の発展に寄  593．679千円  729，067千円  臨床開発センター  

与する研究を行う研究者に対して、研究費を助成した。  研究費配分機能  
移管関係事務費  移管関係事務費  492．845千円  

3，421千円  3，421千円  

培養生物資源保  培養生物資源保  

存管理基盤整備  存管理基盤整傭  3，421千円  

費・疾患遺伝子解  費・疾患遺伝子解  
析用DNAバンク  析用DNAバンク  

事業費  事業費  費・疾患遺伝子解  
52，891千円  55，680千円  

事業費  
55．112千円  

重文部科学省l   文部科学省  略426，207千円   

①平成19年度より、橋渡し研究支援推進プログラムを  科学研究費補助  
金4．500，000千円   金4，500，000干円  

革新的ながん治療  

進及び重粒子線がん治療研究の推進等を実施。  革新的ながん治療 法の開発に向けた 研究の推進  
研究の推進  2，400，000千円  

675．000千円   600，000千円   



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  

平成19年度の国の主な取組   
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度  

における分野別施策  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

橋渡し研究支援推  橋渡し研究支援推  
進ブロタラム  進70ロク‘ラム  究プロク◆ラム  

1．500，000千円  1，750，000千円  
分子イメーシ′ンク′研  分子イメーシーング研  
究プロク◆ラム  究プロク◆ラム  係る人材育成7’ロ  

1．355，000千円  1，200，000千円  
粒子線がん治療に  粒子線がん治療に  

係る人材育成70口  係る人材育成70ロ  

ク◆ラム40，000千円  クラム80．000干円  
放射線医学総合  放射線医学総合  
研究所におけるが  研究所におけるが  

ん治療研究等  ん治療研究等  
7．236，450千円  7，427，766千円  

国立大学法人運  国立大学法人運  
営費交付金等の  官費交付金等の  
確保  確保  人におけるがん治  

3，422．344千円  2．814，787千円  

その他独立行政法  その他独立行政法  
人におけるがん治  人におけるがん治  
療研究の推進  療研究の推進  

62，243千円  53，654千円  

経済産業省l  l経済産業省  

12，000，143千円  
メージング機器、次世代DDS型治療システム、インテ  イメージング機器」、「次世代DDS型治療システ  
リジュント手術機器等の研究開発を実施。  インテリジェント手  

②新たながん対策等に必要な革新的創薬のための基盤技  術機器研究開発  施。   術機器研究開発  術機器研究開発  
術開発、バイオ技術を用いた新たながんの早期診断技術  プロジェクト   ②新たながん対策等に必要な革新的創薬のための基盤技  プロジェクト   プロジェクト  

等の開発、がん対策に資する医薬品・医療機器等先進医  700，123千円  術開発、バイオ技術を用いた新たながんの早期診断技術  600，000千円  600．000千円   療技術開発として 
、「基礎研究成果から臨床研究への橋  分子イメージング 機器研究開発プロ  等の開発、がん対策に資する医薬品・医療機器等先進医  分子イメージング ロ  

渡し促進技術開発」を実施。  機器研究開発プ ジ 
ジェクト  

1．200，000千円  渡し促進技術開発」を実施。  
ェクト  ジュクト  

960，000千円  
次世代DDS型悪性  

腫瘍治療システム  腫瘍治療システム   
開発プロジェクト」の一部については、両省で連携した  の研究開発事業  究開発プロジェクト」「インテリジェント手術機器研究  の研究開発事業  の研究開発事業  
事案支援（マッチンクヾファンド）を行い、産学官が連携した研  1，060，000千円  開発プロジェクト の一部については、両省で連携し   460．000千円  430．000千円  
究を実施。  た事業支援（マッチングファンド）を行い、産学官が連  

携した研究を実施。  



「がん対策推進基本計画」の目標達成へ向けて講じた施策  

がん対策推進基本計画  

平成19年度の国の主な取組   
平成19年度  

平成20年度の国の主な取組   
平成20年度   

における分野別施策  予算額  予算額   予算案  
（個別目標）  

基礎研究から臨床  基礎研究から臨床  
研究への橋渡し促  研究への橋渡し促  
進技術開発  進技術開発  逓技術開発  

1．900，000千円  2，600，000千円  

ゲノム創薬加速化  ゲノム創薬加速化  
支援バイオ基盤技  支援′くイオ基盤技  

術開発  術開発  術開発  
4，360，020千円  3，686，018千円  

糖鎖機能活用技  糖鎖機能活用技  
術開発  術開発  術開発  

1，190．000千円  1，000，000千円  

新機能抗体創製  新機能抗体創製  
技術開発  技術開発  技術開発  

1，190．000千円  1，000．000千円  

個別化医療のため  個別化医療のため  
の技術融合バイオ  の技術融合バイオ  
診断技術開発  診断技術開発  

400，000千円  340．000千円   



資料1－2  

がん対策の推進について  

237億円（20年度予算 236億円）   
8億円（★）  

平成21年度予算案纏  
平成20年度2次補正予算案額  

1．放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成  61億円（54億円）   

7億円（3．1億円）   

3．8億円   
54億円（ 31億円）   
24億円  

（1）がん専門医等がん医療専門スタッフの育成  

・がん医療専門スタッフの研修   
新規・専門医師の育成体制の構築  

（2）がん診療連携拠点病院の機能強化   

拡充・拠点病院の単価の増加 がん登録実務者1人→2人  
（3）国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進  

7億円（6．5億円）  2．治療の初期段階からの緩和ケアの実施  

（1）緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進  
・インターネットを活用した専門医の育成  
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修   

新規・都道府県がん対策重点推進事業（緩和ケア研修部分）  

・緩和ケアに資する技術研修による医療従事者の育成  
・医療用麻薬の適正使用の推進  

（2）在宅緩和ケア対策の推進  

・在宅緩和ケア対策の推進  
・在宅ターミナルケア研修等の実施   

5．6億円（4．5億円）  

2．5億円  

1．3億円（ 2億円）  

3．がん登録の推進  0．3億円（0．3億円）  

・院内がん登録の推進  
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施   

4．がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進  82億円（83億円）   

（1）がん予防・早期発見の推進   

①がん予防の推進と普及啓発  
・普及啓発関連経費  
がん対策情報センターによるパンフレット等の作成   

新規 企業との連携によるがん検診の受診促進   
新規女性の健康支援対策  

・肝炎等克服緊急対策研究   
②がんゐ早期発見と質の高いがん検診の普及   
新規・がん検診受診率向上に向けた実施本部の設置  

・マンモグラフィ検診従事者の技能向上  
・乳がん用マンモコイル緊急整備事業  

（2）がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備  

新規／拡充・がん対策情報センターによる情報提供及び支援事業の充実  

（3）がん医療水準均てん化の促進   

新規 t都道府県がん対策推進計画の目標達成を実現するため、重  

点的に取り組む施策に対する支援  

52億円（44億円）   

8．8億円（2．7億円）   

2．引責円  

3．5億円  

0．9億円（ 0億円）  

19億円（18億円）  
18億円（17億円）  
11億円（22億円）  

6．9億円  

5．がんに関する研究の推進  86億円（91億円）  

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現する  
ためのがん対策に資する研究を着実に推進  

新規・早期承認に向けた治験データにおける民族的要因の解明  2．3億円（ 0億円）  

★ 国立がんセンター臨床開発センター経費 8．4億円  
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がん対策予算額の推移について  
（単位：億円）  
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※平成18年度は、補正予算に15億円を計上。  

※平成20年度は、補正予算案に8億円を計上。  求の主な事業について  ○平成21  

がんに関する研究の推進  

〈86億円〉  

がん予防・早期発見の推進  
とがん医療水準均てん化の  
促進  

〈82億円〉  
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がんの在宅療養・緩和ケア  
の充実  

〈7億円〉  

らを専門的  
育成  

〈61億円〉  0．r3債円〉  

・第3次対がん総合戦略研究経費  
5，835百万円  

・がん研究助成金  
1，904百万円  

・地球規模保健課題推進研究経費  
230百万円  

・国立がんセンター臨床開発セン   
ター経費  493百万円   

・がんに関する普及啓発推進事業  
168百万円  

・肝炎等克服緊急対策研究費  
1，839百万円  

・がん検診受診促進企業連携委託  

事業  279百万円  

・がん検診受診率向上企業連携推  

進事業  91百万円  

・女性の健康支援対策委託事業  
346百万円  

・乳がん用マンモコイル緊急整備  

事業  866百万円  

・がん対策情報センター経費  
1，821百万円  

】インターネットを活用した専   
門医の育成  

101百万円  

－がん医療に携わる医師に対す   

る緩和ケア研修  
398百万円  

・がん医療に携わる医師に対す   
るコミュニケーション技術研  

修  
31百万円  

二医療用麻薬適正使用推進事業  
17百万円  

一在宅ホスピスケア研修等経費  
56百万円  

】がん専門医等がん医療専門   
スタッフの育成  

313百万円  

tがん診療連携拠点病院機能  

強化事業  
5，406百万円  

・がん専門医臨床研修モデル  

事業  
384百万円  

・国際共同治験及び新薬の早  
期承認等の推進  

42百万円  

在宅緩和ケア対策推進事業  
79百万円  



がん対策の総合的かつ計画的な推進  237億円（236億円）  

（1）放射線療法■化学療法の推進と専門医等の育成  61億円  

がん診療連携拠点病院において若手医師をがん医療の専門医師として育成する体制   

の構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放   

射線技師等の育成及びこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。  

がん専門医臨床研修モデル事業（新規）  3．8億円  

都道府県がん診療連携拠点病院において、診療形態等に応じた育成プログラムを  

作成し、試験的に実行するとともに、若手医師に対して研修参加の募集を行う。  

（2）治療の初期段階からの緩和ケアの実施  7億円  

○ 専門的な緩和ケアの推進  5．6億円  

がん診療に携わる医師に対し緩和ケアやコミュニケーション技術等の研修を行う。  

また、医療用麻薬の適正使用を推進するため、医療関係者向けの研修会を行うと  

ともに、適正使用マニュアルを作成し、医療関係者等へ広く周知する。  

○ 在宅療養・緩和ケアの実施  1．3億円  

在宅における緩和ケアを希望する患者等に対し、在宅緩和ケア支援センターにお   

いて総合的な相談・支援を行うとともに、医療従事者への研修や在宅ホスピスケア   

推進のためのアドバイザー派遣、普及啓発を実施する。  

（3）がん登録の推進  芦1百万円  

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内   

容等の情報を把握・分析するため、国立がんセンターにおいて院内がん登録を進める  

とともに、がん診療連携拠点病院等に対して精度の高い院内がん登録を実施するため   

の支援を行う。  

（4）がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進 82億円  

○ がん予防・早期発見の推進  52億円  

・ がん検診受診促進企業連携委託事業  2．8億円  

企業と都道府県が連携して実施するがん検診受診率の向上に資する事業について  

都道府県等に委託し、効果的手法等について検証を行い、がんの早期発見の推進を  

図る。  
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がん検診受診率向上企業連携推進事業（新規）  91百万円  

企業におけるがん検診の受診率の向上を誘発するために、より効果的な関連企業  

への働きかけの方法などを企画立案する実施本部を設置し、企業に対する当該事  

業への参画を促すとともに、その事業評価及び優良企業の活動状況の公開を行う。  

○ がん医療水準均てん化の促進  29億円  

がん対策情報センター（国立がんセンターに設置）において、がん診療連携拠点   

病院と連携し、がん医療に関する最新情報の収集、蓄積、分析、発信を行う。  

また、都道府県がん対策推進計画に基づく事業として、都道府県が新たに実施す   

る地域特性を踏まえた事業や先駆的な事業等に対する支援を行う。  

（5）がんに関する研究の推進  86億円  

がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養   

生活の質の維持・向上を図るため、がん対策に資する研究をより一層推進するととも   

に、 がんの予防、診断、治療等に係る技術の向上などの研究成果を普及、活用する。  

■ 第3次対がん総合戦略研究経費  58億円  

＜第3次対がん総合戦略研究事業＞  

がんの本態解明の研究とその成果を幅広く応用するトランスレーショナ  

ル・リサーチ、緩和ケア等の療養生活の質の維持向上に関する研究、がん  

の実態把握とがん情報の発信に関する研究に取り組む。  

・分野1 発がんの分子基盤に関する研究  

・分野2 がんの臨床的特性の分子基盤に関する研究  

・分野3 革新的ながん予防法の開発に関する研究  

・分野4 革新的な診断技術の開発に関する研究  

・分野5 革新的な治療法の開発に関する研究  

・分野6 がん患者のQOLに関する研究  

・分野7 がんの実態把握とがん情報の発信に関する研究  

・がん対策のための戦略研究  

乳がん検診における超音波検査の有効性を検証するための比較試験  

緩和ケアプログラムによる地域介入研究  

＜がん臨床研究事業＞  

・分野1 政策分野に関する研究  全国的に質の高いがん医療水準の均  

てん化を推進するために、がんL医療の提供体制のあり方やがん診  

療に携わる医療従事者の育成に関する研究等について取り組む。  

・分野2 診断・治療分野に関する研究  進行・再発がんを含めたがん  

に対する、エビデンスに基づいた新たな標準的治療法や診断法の  

確立に資する多施設共同臨床研究等に取り組む。  

その他に、研究を推進するため推進事業により、外国人研究者の招へい、外  

国への日本人研究者の派遣及び研究成果の普及啓発等に取り組む。  
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けるがん対策  学省にお  について  文部科  

203億円）  平成21年度予算案：186億円（平成20年度予算額：   

戦略目標：我が国の死亡原因の第一位であるがんについて、研究、予防及び医療を総合的に推進することにより、  
がんの擢患率と死亡率の激減を目指す。   

革新的ながん治療法等の研究開発  トランスレーショナル・リサーチ  

J放医研たおけるがん治療研究等  

「軍粒子線がん治療法」等の開発を推進  

（H21予算案：68億円）  

・粒子線がん治療に係る人材育成プログラム  

専門知識等を有する人材をオニハザ・ジョブ・  

トレーニング等で育成（H21予算案：0．射意円）   

・国立大学法人運営費交付金等の確保   

大学におけるがん治療研究等を推進  

（H21予算案：16億円）  

・橋渡し研究支援推進プログラム  

がんや難治性疾病等の重大な疾患に対す  

る有望な基礎研究の成果を着実に実用化  

させ、国民へ医療として定着させることを  

目指す  （H21予算案：24億円）  

・分子イメージング研究プログラム  

創薬プロセスの改革、疾患の診断技術等の  

開発を推進  （H21予算案：11億円）  
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む対がん戦略に係る予算額の推移lごついて（文部科学弓  

文部科学省  
予昇組（低円）  

】（旧文部省、旧科学技術庁）  
Z50  

200  

150  

100  

50  

0  
昭和59年度 昭和62年度 平成2年庄 平成5年度 平成6年康 平成9年康 平成12年康 平成15年度 平成16年康 平成19年度 平成20年産 平成21年度  

がん克服新10か年戦略  第3次対がん10か年総合戦略  

（平成6年度～15年度）  （平成16年度～25年度）  

対がん10カ年総合戦略  

（昭和59年度～平成5年度）   

馳ついて（文私製学省分）  単位：億円  

項目名   平成20年度予算蝕   平成21年度予算案   増△減客員   

科学研究費補助金（特定領域研究5領域）   45．0   45．0   0   

革新的ながん治療法の開発に向けた研究の推進（がんトランスレーショナル・リサーチの推進）   6．0  △6，0   

橋渡し研究支援推進プログラム   17．5   24．0   6．5   

分子イメージング研究プログラム   12．0   10．9   △1．1   

粒子線がん治療に係る人材育成プログラム   0．8   0．8   0   

がんプロフェッショナル養成プラン   19．0   20．0   1．0   

放射線医学総合研究所におけるがん治療研究等（重粒子線がん治療研究、分子イメージング研究等）   74．3   68．5   △5．8   

国立大学法人運営費交付金等の確保   2臥1   16．1   △12．0   

その他独立行政法人におけるがん治療研究の推進   0．5   0．5   0．0   

合計   203．3   185．8   △17．5  



がんプロフェッショナル養成プラン  
（前年度予算壊19億円）  

平成21年蹄20億円  

【がん対策推進基本計画（H19．6）】  
重点駒に取り組むべき課題  

の放射線療法及び化学療法の推進並びにこれら   

専門的に行う医師等の育成  

②治療の初期段階からの緩和ケアの実施  

③がん登録の推進  

【がん対策基本法（H18．6）】  
第14条 国及び地方公共団体は、手術、放射線療  

法、化学療法その他のが卿的な  
する医師その他の医療従事者の  

養成を図るために必要な施策を講ずるものとする。  

○わが国の死軸の疾患である、がんについて横断的・集学的に  
診療できる専門医等の人材養成のための実施体制の整備を図る必要がある。  

耕養成  

を行うため、以  かつ重  

点的な整衛が必   
大学病院とがん診療連携拠点病院等において緊密なネットワークが構  

築され、   
○がんに関する幅広い知識や高度な技術を有する多くの専門医  

等の育成   

○がん医療水準の向上（均てん化）  

により、全国どこでも最適ながん医療が受けられ、がん治癒率、がん患  

者のQOL等の向上が図られる。  

¢繹和惣密教育の充実（研修経費、   
指導医の配置等）  

○教育研究組織（講座等）の整備  

0教育指導環境の整備（教秦機器、   
コーディネーター経費等）  

等   



平成20年度「がんプロフェッショナル養成プラン」の取組大学一覧  

申請担当大学  共同申請大学   取組名   

京都大学  三重大学  高度がん医療を先導する人材養成拠点の形成   

滋賀医科大学  

大阪医科大学  

大阪大学  和歌山県立医科大学  チーム医療を推進するがん専門医療者の育成  
奈良県立医科大学  

京都府立医科大学  

兵庫県立大学   

近畿大学  大阪市立大学  6大学連携オンコロジーチーム養成プラン  

神戸大学   一近畿圏のがん医療水準の向上と均てん化を目指した国公私立大連  

兵庫医科大学  

大阪府立大学  

神戸市看護大学   

鳥取大学  広島大学   銀の道で結ぶがん医療人養成コンソーシアム  
島根大学   （中国地方中山間他のがん医療均てん化を目指す）   

岡山大学  愛媛大学   中国・四国広域がんプロ養成プログラム  
香川大学  －チーム医療を担うがん専門医療人の育成－   

川崎医科大学  

高知大字  

高知女子大学  

徳島大学  

山口大学  

九州がんプロフェッショナル養成プラン   

九州大学  久留米大学 産業医科大学 福岡大学  
福岡県立大学  

佐賀大学  

長崎大学  

熊本大学  

九州看護福祉大学  

大分大学  

宮崎大学  

鹿児島大学  

琉球大学  

計1綿（92大学）   

申請担当大学  共同申請大学   取組名   

札幌医科大学  北海道大学   北海道の総合力を生かすプロ養成プログラム  
旭川医科大学   ～大学、地域、病院の連携を生かしたがん専門医療人の育成を目指し  

北海道医療大学  て   

秋田大学   岩手医科大学   北東北における総合的がん専門医療人の養成  
岩手県立大学   ［サブタイトル］がん多発地域におけるがん医療均てん化のための全人  

弘前大学   的がんプロフェッショナル育成システムの構築   

東北大学   山形大学  東北がんプロフェツショナル養成プラン   

福島県立医科大学  

自治医科大学  国際医療福祉大学  全人的ながん医療の実践者養成   

群馬大学   摘協医科大学  育成フラン  
北関東域連携がん先進医療人材    一重粒子線照射装置を中心とした集学的がん治療法の確立・普及を員  

県立県民健康科学大学          指して－   

千葉大学   筑波大学  関東広域多職種がん専門家チーム養成拠点   
埼玉医科大学  

東京大学   横浜市立大学  横断的ながん医療の人材育成と均てん化推進   

東邦大学  

日本大学  
東京医科歯科大学  東京工業大学  がん治療高度専門家養成プログラム   

日本医科大学  

順天堂大学  明治薬科大学  実践的・横断的がん生涯教育センターの創設   

東京理科大学  

立教大学  
新潟大学  

北里大学   慶應義塾大学   南関東圏における先端的がん専門家の育成  
聖マリアンナ医科大学  

東海大学  

信州大学  

山梨大学  

首都大字東京  

聖路加看護大学  

東京歯科大学   

金沢大学   富山大学   北陸がんプロフェッショナル養成プログラム  
福井大学  ーICTによる融合型教育システム及び「がんプロネット」の構築－   

金沢医科大学  

石川県立看護大学  

名古屋大学  浜松医科大学  

名城大学  
藤田保健衛生大学  

副題ニグローパルスタンダードにかなうメディカルオンコロジーチームの育  
名古屋市立大学  

愛知医科大学  

岐阜大学  

岐阜薬科大学   ※共立薬科大学は慶應義塾大学と合併   





特化した講座等をおく大学別「覧  

大学名   放射線治療  化学療法  緩和ケア   

横浜市立大学   ○   ○  

大阪市立大学   ○  

奈良県立医科大学   
○  

公立計（8大学）   3大学   1大学  

大学名   放射線治療  化学療法  緩和ケア   

北海道大学   ○   ○  

東北大学   ○   ○   ○   

山形大学   ○   ○  

筑波大学   く  ○   ○  

群馬大学   ○  

東京医科歯科大学   
○  

山梨大学   
○   ○  

岐阜大学   ○  

名古屋大学   ○   ○  

滋賀医科大学   ○   ○  

京都大学   ○  

大阪大学   ○  

神戸大学   ○   ○  

山口大学   ○  

愛媛大学   
○   ○  

佐賀大学   ○   ○  

○  熊本大学  ○   

国立計（42大学）  17大学   10大学   2大学  

埼玉医科大学   ○   ○  

慶應義塾大学   ○  

順天堂大学   ○  

東海大学   ○  

東京慈恵会医科大学   
○  

日本大学   ○  

愛知医科大学  ○  

藤田保健衛生大学  
○   

川崎医科大学   ○  

産業医科大学   ○   ○  

私立計（29大学）   8大学   3大学   1大学   

14大学  28大学   国公私立計（79大学）  

医学教育課調べ（平成20年6月）   



こr 経済産業省における主ながん対策関連予算について  

がん対策関連予算平成2′1年度政府予算案：101．5億円（106・5億円） （）内は平成20年度予算籠  

3．創薬に向けた支援技術   49．9億円（60・3億円）  1．医療機器関連  18．6億円（20．2億円）  

：○インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト  
○ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発  

28．0億円（36．9億円）   
がん等の病気の仕組みを遺伝子レベルで詳細に解析する  

基盤技術を開発し、疾患の仕組みの解明や治療薬の開発に  
貢献  

○糖鎖機能活用技術開発  9．5億円（10．0億円）   
がん等の疾患の目印となりうる糖鎖の機能を解明し、疾患  

の仕組みの解明や早期診断に貢献  

○新機能抗体創製技術開発   9．0億円（10．0億円）  
がん等の疾患に対する治療薬や診断薬等に応用できる抗  

体を効率的に作成する技術の開発  

○個別化医療の実現のための技術融合′くイオ診断技術開発  

3．4億円（3．4億円）   
個人の遺伝的特性に基づく抗がん剤の選択や、がんの早  

期発見を可能にする画期的な診断技術の開発  

6．0億円（6．0億円）  
；手術中にがん細胞等の病巣部の位置や形状を正確に把握  

：し最小限の切除で治療できる手術システム  

l  l  l  

；○分子イメージング機器研究開発プロジ工クト  

8．3億円（9．6億円）  
；がん等の疾患に特異的な生体分子の動き巧寺徴を捉え、超 1  
ミ早期に発見する診断機器  

l  l  l  

；○次世代DDS型悪性腫療治療システムの研究開発事業  

4．3億円（4．6億円）   
がん細胞に抗がん剤を集積させ、活性化し、がん細胞のみ  

、を選択的に消滅させるシステム  
ー●●一－■一一一一－－－一一－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－一－－－－一一一－－－－－－－－－一一－●一一一■一■■一  

○基礎研究から鮎研究への橋渡し 
。， 

先進医療技術を創出するために、医療現場のニーズに基づ乙 l  

き、多様なバイオ技術など基礎・基盤研究の成果を融合し、；  
円滑に実用化につなげる技術開発（橋渡し研究）を推進。文！  
部科学省が実施する橋渡し研究の拠点整備や厚生労働省が；  

碑
望
一
－
♪
 
 
 

実施する臨床研究事業と連携。  



○ がん対策推進基本計画に掲げる主な目標に対する進捗状況  

主な目標   ベースライン   現状   目標達成時期   

よる死亡者申減少   平成17年   平成19年   平成27年  

※1 5歳未満の年齢調整死亡   92．4   88．5   73．9以下   

20％減少）【10年以内】   （100％）   （95．8％）   （80％以下）   

娼の整備等  平成19年度   平成20年度   平成21年度  

として全国すべての2次  
※2  

79．9％   98．0％   104．7％   

において、概ね1か所程  

病院を設置【3年以内】  

療に関する相談支援及び  平成19年度   平成20年度   平成21年度   

共   42．2％   98．0％   104．7％  

として全国すべての2次  
※2   

において、相談支援セン  

概ね1か所程度整備  

以内】  

早期発見   平成16年度   平成19年度   平成23年度   

的・効率的な受診間隔や  （男性）   （男性）   （男性）   

27．6％   こ受診勧奨すべき対象者  胃  
※3  

32．5％   胃 50％以上  

しつつ、受診率を50％  肺  16．7％   肺   25．7％   肺 50％以上   

する。【5年以内】   大腸 22．2％   大腸 27．5％   大腸50％以上  

（女性）   （女性）   （女性）  

22．4％   25．3％   胃 50％以上  

肺  13．5％   肺   21．1％   肺 50％以上  

大腸18．5％   大腸 22．7％   大腸50％以上  

子宮 20．8％   子宮 21．3％   子宮50％以上  

乳  19．8％   乳   20．3％   乳 50％以上   

※1 昭和60年当時に、現在の医療提供体制が整備されていたと仮定した場合の100，000人当た  

りの死亡者数を表す。  

※2 平成19年度末現在の医療圏数をベースとした。  

※3 国民生活基礎調査から。（当該調査は3年に1回実施）  

－29一   



資料2－2  

平成19年のがん年齢調整死亡率（75歳未満）について（概要）  

○ 平成7年以降、がんの年齢調整死亡率（75歳未満）は全国的に減少   

傾向にあり、平成19年についても、平成17年より減少していた。  

平成7年   108．4  

平成12年 102．6  

平成17年   92．4  

平成18年   90．0  

平成19年   88．5（平成17年より4．2％の減少）  

○ 平成19年のがん年齢調整死亡率（75歳未満）が低い上位5県は、  

以下の通り。  

長野 県   72．7  

大分 県   78．5  

岡 山 県   78．6  

熊本 県   79．0  

沖 縄 県   79．0  

○ 平成19年のがん年齢調整死亡率（75歳未満）が高い上位5県は、  

以下の通り。  

青 森 県 10’3．7  

佐 賀 県 100．6  

和歌山県   97．4  

大 阪 府   97．3  

鳥 取 県   96．2  

－30－   



都道府県別悪性新生物75歳末満年齢調整死亡率4時点推移（男女計）  
りし口動態抗計より回立かんセンターかん；寸講情報センターに‾r作成  
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男女計都道府県別 悪性新生物75歳末満年齢調整死亡率（1995年～2007年）速報値  

都道  
府県 都道府県 性別19951996199719981999 2000 20012002 2003 2004 2005 2006 2007  

全国  顆計，。8．41。8．‥。6．。，。5．6－。4．。－。乙6，。。，。97．。94．7 94．。9乙4 90．0 88．5  
01北海道 男女計110．9113．4109．7106．1105・81肌91帆0 99・5 96・3 98・4 98t2 95・4 93・8  
02青森  男女計114．7117．1113．6111．6112・4109・7109・8105・3104・4108・1103・2105・1103・7  
03岩手  男女計100．0 95．7100．3100．7 9了．7 94・3 98・3 94・9 90・7 88・7 91・0 85・6  85・1  
04宮城  男女計106．1104．3100．3 …．1103．8 98・5 95・7 89・2 90・4 92・2 89・8 89・5  89・1  
05秋田   男女計111．2115．61柏6106．1107・9109・3103・6101・0101・1 98・5 96・1 97・2 89・5  
06山形  男女計 99．2104．0101．5101．0100．5 99・7 97・2 89・0 89・5 89・3 84・4 87・1 82・2  
07福島  男女計102．210了．3103．2101．4101．1 99・5101・6 95・0 87・3 94・9 90・5 88・4  87・9  
08茨城  男女計106．3 川6．8107．2105．8101．8101・4100・0 98・8 96・6 94・3 95・1 91・6  91・5  
09栃木  男女計103．3103．5106．6108．1104・2102・1 99・5 91・7 9臥8 92・4 91・3 93・5 90・4  
10群馬  男女計 99．6 93．6 96．9 97．0 95・1 94・7 94・1 90・3 92・8 88tO 89・0 85・5 84・5  
11埼玉  男女計107．3108．7105．01帆6103・1104・7 99・9 97・8 94・8 93・6 93・5 90・5  90・1  
12千葉   男女計 108．81廿2105．4105，9103・8100・7 99・4 97・5 92・5 95・8 90・9 89・3  86・8  
13東京   男女計 ‖1．4111．1110．5108．2108・5105・2103・1100・0 97・1 97・8 93・9 91・2  88・9  
14神奈川 男女計 ‖1．0108．9106．5105．3104．了100・7 99・6 97・3 95・3 94・3 90・2 88・1 89・4  
15新潟  男女計104．8104．2102．4103．1102，2100・6 96・4 92・6 93・4 94・9 92・1 89・6  91・7  
16富山   男女計101．6101．0 96．8103，0101．8 94・1 93・1 90・4 89・8 89・4 85・2 85・0 81・1  
17石川  男女計 102．3102．3 99．3100．9101・9 98・9 96・0 94・0 91・5 90・4 85・8 88・9  83・9  
18福井  男女計 96．2 94，6 96．2 91．6 93．3 89．5 87・6 87・1 81・9 85・5 84・2 78・8  79・4  
19山梨   男女計 102．9103．9 94．6 92．9 94・9 93・8 90・9 89・9 89・3 85・5 86・3 88・0  毀・6  
20長野  男女計 88．0 86．8 85．3 84．2 85．6 83．6 79・8 80・5 75・5 了9・2 75・7 73・7  72・7  
21岐阜  男女計103．1101．7101．3 99．0100・6102・4 95・2 92・1 86・8 88・9 85・9 87－8  85・0  
22静岡  男女計100．4101．0 97．2100．了 97．4 97・5 93・8 92・2 88－3 88・2 86・2 84・9  82・1  
23愛知  男女計 106．5108．4105．4105．5101．8100・9100・8 94－9 94・0 95・3 91・9 87・6  87・4  
24三重   男女計  98．7 97．9 96．9 97．5 97．0 9臥9 88・2 91・4 86・1 87・3 蝕3 82・0  80・1  
25滋賀   男女計103．7 99．7 94．6 98．2 94．1 99・5 96・6 87・7 88・3 85・3 B6・6 79・6  79t9  
26京都  男女計1帆8107．2105．4109．2104．2106・2 98・0100・2 92・4 94・3 89・8 90・3  86・1  
27大阪   男女計 125．6124．4121．9121．6119．0115．4113・了110・2107・0105・3101・8 98・9  97・3  
28兵庫  男女計117．2116．1115．7111．8110．9109・5106・2 99・9 99・8 98・8 97・2 92・7  90・5  
29奈良  男女計110．3107．5109．7109．0103．1102」100・0 97・1 95・1 94・7 94・3 89・4  87・5  
30和歌山 男女計112．5115．5111．1‖1．2110．8105－8108・7102・2 99・1103・9 98・5 98・9  97・4  
31鳥取   男女計 ‖5．8112．4114．1107．2111・3103・8104・0 95・6103・5100・8 98・4 94・7  96・2  
32島根  男女計109．0109．4 99．7 99．8 99・6 9臥7 96・8 90・6 94・1 95・1 93・8 88・3  89・1  
33岡山  男女計102．4100．5 94．2 98．3 96．1 95．9 91．7 89・8 89月 84・5 81・6 83・1 78・6  

－二三二‾ 
・こ 

36徳島  男女計107．0102．4104．1104．4 98．4100．5 97．9 94t1 91・9 93・8 88・3 91・8  82・3  
37香川  男女計  98．2101．5105．0 97．5 93・1 98・8 93・6 90・7 87・9 89・2 83・2 81・3  82・3  
38愛媛  男女計102．6101．4102．9104．6101．2103・0100・0 92・8 92・9 88・9 89・7 87・3  87・4  
39高知   男女計 101．2107．4 92．1 96．1101・8 95・1 98・0 93・2 88・4 89・2 96・5 88・7  83・3  
40福岡  男女計 120．7118．0119，8119．1117・3110・0106・1104t8102・7102・1100・8 97・2  94・3  
41佐賀   男女計120．4113．41川．5115，41ほ1110・3102・9101・7100・9101・2102・6 95・1100t6  
42長崎  男女計119．3 ‖丁5110．5106．8106・4109・9102・3102・0101・0 96・9 98・0 93・3  94・2  
43熊本  男女計 96．2 98．5 92．7 93．8 90．6 90．6 90．7 87・5 85・6 86・6 82・3 82・1 79・0  
44大分   男女計  99．6101．2102．5 98．8 97．8 94．1 90・6 90・4 88・3 94・5 82・6 82・3  78・5  
45宮崎  男女計100．1 97．1 96．5101，7 95．4 97・1 99・5 89・6 89・2 86・7 85・5 83・6  弧5  
46鹿児島 男女計 99．1103．9 97．2 99．1 98．4100．4 96．4 93・2 90・6 90・2 90・6 85・6  85・4  
ヰ7沖縄   男女計 96．8 95．ヰ 91．0 98．0 88．8 90・3 89・7 87・9 陀8 弧0 85▲0 80・5  79・0  

人口動態続計より国立がんセンターがん対策情報センターにて作成  
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男 都道府県別 悪性新生物 75歳末満年齢調整死亡率（1995年～2007年）速報値  

都道  
府県 都道府県 性別 199519961997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007  

148．6 148．3 144．4 143－7 141．0 138．4 134．4 13D．0 126．8 126．0 122．1118＿3  ‖6．4  

153．4 154．0 151．4 143、8 141．9 144．4 138．5 133．了 126．6 130．9 132．2 125．8 127．8  

】64′8 164．B 165．6 158．9 158．2 160．2 152．6 145．5 145．6 150．9 144．8 144．6 144．4  

138．6 132．3 136．4 137．5 135．6 130．2 131．6 125．4 12了．2 122．7 121．5 ‖3．1 109．8  

全国  男  
北海道  男  

青森  男  
岩手  男  

宮城   男  
秋田  男  
山形  男  

福島  男  
茨城  男  

栃木  男  
群馬  男  
埼玉  男  

千葉  男  
3 男  

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
－
2
4
5
6
1
8
9
0
－
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
 
D
 
O
 
D
 
O
 
O
 
O
 
O
 
O
 
O
 
D
 
l
－
－
1
－
1
1
1
1
1
 
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
 
 

145．3 144．3 138．0 141．5 138．5 130．9 127．8 121．了 124．7  

154．1157．9 157．7 150．3 152．3 155．6 146．8 140．2 147．0  

137．7 143．9 141．0 136．6 141．6 136．1136．1121．3 ＝9．0  

145．0 147．6 136．5 141．2 135．1137．7 135．2 127．9 119．8  

145．0 146．3 145．8 141．4 138．5 134．8 132．0 131．了 126．9  

143．3 141．1148．1148．113臥7 137．0 131．6 123．3 130．1  

133．2 129．1127．4 134．4 127．9 124．2 126．0 119．2 122．9  

142．8 145．3 139．4 135．7 135．3 136．7 128．9 126．7 123．7  

146．6 148．8 141．9 140．7 137．9 133．5 129．3 128．0 122．1  

149．5 148．5 146．7 143．0 143．5 138．0 135．6 131．3 127．7  

146．6 146．0 140．7 139．4 137．3 】32．4 129．2 126月 124．5  

144．4 144．0 144．1146．2 145．5 140．5 136．4 128．0 125．9  

123．6 116．4 115．3  ‖7．7  

138．5 135．1131．1 †20．3  

118．6 108．2 116．6 111．6  

125．4 119．5 115．8 115．2  

123．8 122．7 118．7 120．8  

125．4 118．3 ＝9．6 117．1  

114．4 116．3 108．2 110．7  

121．7 119．3 114．9 114．1  

124．7 117．8 115．3 114．0  

127．3 121．5 118．2 114．0  

120．5 115．8 113．3 114．0  

129．6 123．9 120．2 125．1  

神
 
 新潟  男  
富山  男  140．8 135．9 132．4 141．1139．6 130．1126．了 122．3 125．5 11臥1116．0 113．7 107．0  

140．3 138．4 136．4 136．5 135．3 133．7 130＿6 125．1124．4 118．9 110．6 116．4 111．6  

131．9 120．4 132．0 123．7 124．0 120．7 116．5 114．D lO5．3 113．8 107．2 101．9 104．7  

138．0 146．5 129．3 131．8 129．0 128．8 124．3 123．8 】19．9 112．7 118．3 119．1 107．2  

115．9 ＝6．4 112．0 112．8 110．4 110．8 102＿8 103．1 98．1100．2  97．3  94．1  90．8  

131．6 】3乙7 133．9 128．1130．8 132．6 123．3 119．4 111．4 116．3 110．7 114．9 110．8  

石
 
 福井  男  
山梨  男  

長野  男  
岐阜  男  

静岡  男  
愛知  男  
三重  男  

滋賀  男  

京都   男  
大阪  男  
兵庫  男  
奈良  男  
和歌山  男  
鳥取  男   

139．1140．4 134．4 136．9 131．5 130．8 124．5 124．9 121．6  

141．9 142．2 137．7 137．8 133．8 131．6 130．0 123．0 122．4  

134．8 133．7 130．2 131．7 128．5 132．1114．6 118．5 113．7  

135．7 134．0 126．4 135．0 128．1132．3 128．4 115．2 113．7  

145．O 145．8 141．1147．0 140．】】41．9 130．2 134．3 】2D．5  

173．8 172．9 166．9 166．7 162．3 155．8 155．8 14B．5 145．8  

115．2 ＝2．5 111．8 104．8  

124．8 119．5 112．8 112．9  

113．7 110．5 †09．4 104．4  

＝7．5 110．5 103．0 106．4  

122．6 11軋2 120．5 112．8  

141．2 135．6 131．0 129．9  

165．0 160．0 158．3 154．1150，3 150．0 143．5 137．8 135．4 132．9 131．8 124．2 122．3  

152．9 147．9 146．3 145．了 138．0 140．2 136．0 129．6 130．4 129．3 128．0 118．1 117．6  

165．8 160．5 148．了 158．9 154．3 146．1152．0 137．6 139．3 139．6 134．0 134．2 134．7  

172．9 157．0 159．6 148．0 155．1143．2 142．2 135．3 142．2 139．3 133．2 134．2 126．4  

32島根  男   
33岡山  男   
34広島  男   
35山口  男   
36徳島  男   
37香川  男   

38愛媛  男   
39高知  男   
40福岡  男   

41佐賀  男  

42長崎  男   
43熊本  男   
44大分  男  
45宮崎  男   

46鹿児島  男   

47沖縄  男  

149．9 155．9 137．3 139．8  

141．D 141．2 131．3 136．7  

155．8 158．5 150．5 151．5  

157．6 151．3 152，8 150．6  

149．4 139．7 144．6 150．1  

133．2 143．4 140．2 134．5  

146，6 140．1142．3 146．6  

142．0 145．1129．5 137．5  

170．5 168．Z 167．0 164．6  

169．7 160．0 159．4 158．5  

164．9 164．3 154．8 151．7  

139月 146．9 131．8 125．2 132．9 130．8 131．5 121．7 124．4  

133．8 128．8 130．0 125．1122．5 115．1110．5 112，7 106．0  

147．5 141．5 139．3 136．1126．8 128．4 123．8 117．4 115．1  

146．6 143．2 140．3 138．9 130．4 133．8 132．5 125．5 123．7  

139．3 140．9 131．4 12〔i．0 12臥2 129．8 119．0 120．9 110．1  

128．2 132．0 129．4 120．4 121．1115．3 110．2 110．5 104．5  

137．6 141．6 140．5 130．5 134．9 122．5 119．4 116．9 118．6  

145．0 130．2 137．フ 127．3 123．6 121．2 132．1122．8 114．4  

164．9 151．1148．9 145．1140．8 139．1138．2 128．7 124．5  

154．6 154．6 141．8 143．2 134．1140．3 141．4 12了．8 137．7  

151，0 153．3 139．5 140．2 139．3 131．6 136．7 124．6 123．9  

134．5 139．0 128．6 131．4 124．7 120．5 122．5 121．3 112．5 117．9 107．6 108．8 104．5  

137．5 140．8 141．2 134．4 131．2 127．3 120．2 120．4 121．0 125．9 112．8 10了．0 106．1  

139．3 138．9 136．7 139．6 131．5 133．6 138．5 121．1118．7 119．0 113．6 110．4 106．1  

138．7 142．6 139．5 138．5 136．8 140．3 133．9 129．8 122．1127．0 123．6 120．2 115．4  

134．9 135．8 124．6 124．2 117．4 123．2 119．9 117．4 107．7 114．6 108．9 106．3 101．0  

人口動態統計より国立がんセンターがん対策情報センターにて作成  
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女 都道府県別 悪性新生物 75歳末満年齢調整死亡率（1995年～2007年）速報値  
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9
 
 

9
 
 

5
 
 

9
 
 

別
 
性
 
 

1997 1998 1999  7
 
 

0
 
 

0
 
 

2
 
 

6
 
 

0
 
 

0
 
 

2
 
 

5
 
 

0
 
 

∩
）
 
 

2
 
 

4
 
 

0
 
 

0
 
 

2
 
 

3
 
0
 
 

0
 
 

2
 
 

2
 
 

0
 
 

0
 
 

2
 
 

0
 
0
 
 

2
 
 

（
U
 
 

（
U
 
 

O
 
 

2
 
 

女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
女
 
 

島
 
 

道
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
山
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国
海
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
奈
潟
山
川
井
梨
野
阜
岡
知
重
賞
都
阪
庫
良
歌
取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
分
崎
児
縄
 
全
北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
束
神
新
富
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
島
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖
 
 

7
 
7
 
7
 
 

8
 
2
 
8
 
 

3
 
D
U
 
9
 
 

7
 
7
 
「
／
 
 

2
 
6
 
ご
U
 
 

4
 
4
 
4
 
 

7
 
7
 
了
 
 

3．0  

3．7  
2．5  

9月  

8．1  

9
 
3
 
4
 
 

6
 
7
 
「
－
 
 

「
／
 
4
 
0
 
0
 
（
U
 
O
U
 
 

7
 
7
 
6
 
 

7
 
4
 
∩
リ
 
1
 
4
 
5
 
「
－
 
7
 
7
 
 

2
」
9
 
 

2
 
3
 
2
 
 

了
 
7
 
了
 
 

8
8
3
5
 

．
8
7
7
．
9
5
〇
．
9
．
3
．
1
」
4
8
9
」
3
0
3
2
0
4
6
 

6
 
2
 
7
 
 

5
 
9
 
8
 
 

6
 
6
 
6
 
 

0
 
5
 
4
 
7
 
0
 
3
 
 

6
 
「
／
 
了
 
 

9
 
3
 
8
 
5
 
∩
）
 
0
 
 

6
 
7
 
「
／
 
 

4
 
7
 
3
 
7
 
9
 
2
 
 

6
 
6
 
7
 
 

2
9
6
5
5
2
－
5
－
9
3
3
5
」
9
－
6
0
3
1
6
8
3
」
0
0
5
5
8
8
8
3
－
5
6
0
8
8
4
6
0
7
6
－
4
3
－
6
 
3
4
0
4
3
4
5
3
3
4
0
6
0
6
5
L
8
0
7
1
6
1
1
3
8
4
2
7
1
0
4
0
8
3
8
5
7
2
9
6
9
9
8
8
5
8
9
8
 
ご
U
 
6
 
7
 
6
 
6
 
6
 
5
 
ご
U
 
6
 
6
 
ご
U
 
6
 
6
 
6
 
6
 
6
 
5
 
6
 
5
 
6
 
5
 
6
 
6
 
6
 
5
 
5
 
6
 
6
 
6
 
6
 
亡
U
 
7
 
5
 
「
∂
 
5
 
6
 
5
 
6
 
5
 
5
 
6
 
6
 
6
 
5
 
5
 
5
 
5
 
5
 
 

3
－
5
3
4
5
9
4
0
5
5
3
3
4
3
4
」
3
8
5
9
2
」
6
5
2
」
3
2
2
7
7
9
9
5
4
2
2
．
1
0
9
9
8
0
7
7
6
4
 
 

4
9
2
2
6
9
L
4
5
9
4
6
4
6
4
2
0
5
7
0
4
3
0
3
6
8
3
9
4
3
8
9
8
5
9
5
6
4
－
0
0
8
6
0
0
0
5
6
 
 

ご
U
 
6
 
「
－
6
 
亡
U
 
6
 
6
 
6
 
6
 
6
 
6
 
ご
U
 
6
 
6
 
ハ
0
 
6
 
6
 
6
 
5
 
6
 
5
 
6
 
亡
U
 
6
 
5
 
5
 
6
 
亡
U
 
6
 
6
 
6
 
5
 
5
 
5
 
5
 
6
 
6
 
5
 
6
 
亡
U
 
7
 
6
 
6
 
6
 
6
 
6
 
5
 
5
 
 

00  
01  

02  
03  

04  

05  
06  
0了  

08  
09  

4
 
4
 
7
 
5
 
6
 
3
 
 

6
 
仁
じ
 
亡
U
 
 

7
 
1
 
2
 
0
 
5
 
6
 
 

ご
U
 
6
 
6
 
 

4
 
0
0
 
5
 
0
 
0
 
3
 
 

6
 
ご
U
 
6
 
 

3
 
0
0
 
9
 
 

6
 
6
 
7
 
 

9
 
6
 
5
 
 

5
 
0
 
1
 
 

6
 
「
／
 
O
U
 
 

O
 
3
 
5
 
9
 
3
 
「
／
 
 

6
 
「
／
 
7
 
 

9
 
「
／
 
7
 
 

6
 
6
 
6
 
 

6
 
3
 
3
 
 

4
 
0
 
1
 
 

6
 
「
／
 
7
 
 

」
5
7
 
 

6
 
3
 
■
1
 
 

6
 
「
／
 
7
 
 

」
0
6
 
 

（
U
 
6
 
0
 
 

「
／
 
6
 
7
 
 

9
 
0
 
9
 
1
 
 

6
 
亡
U
 
6
 
6
 
 

5
 
2
 
 

3
 
2
 
9
 
 

ご
U
 
「
／
 
6
 
 

2
 
5
 
0
 
9
 
6
 
0
 
 

亡
U
 
6
 
「
／
 
 

5
 
了
 
9
 
 

5
 
1
 
7
 
 

ご
U
 
7
 
6
 
 

6
 
ご
U
 
O
 
 

1
 
6
 
3
 
 

7
 
亡
U
 
7
 
 

」
7
4
 
0
 
5
 
2
 
 

7
 
「
／
 
「
／
 
 

0
9
」
 
2
 
2
 
2
 
 

「
／
 
「
／
 
7
 
 

6
 
6
 
5
 
R
）
 
亡
U
 
2
 
 

6
 
6
 
「
′
 
 

6
 
 

8
 
 

3
 
 

6
 
 

5
 
4
 
 

6
 
 

9
 
 

ご
U
・
■
1
 
7
 
3
 
5
 
B
 
 

亡
U
 
6
 
 

．
7
．
7
 
7
 
5
 
 

6
 
ご
U
 
 

8
 
n
）
 
9
．
8
．
 
 

5
 
6
 
 

3
 
0
0
 
7
．
7
．
 
 

6
 
6
 
 

6
 
4
 
0
0
 
 

6
 
6
 
6
 
 

3
一
－
 
」
・
・
 
 

3
 
4
 
ご
U
 
 

6
 
6
 
亡
U
 
 

」
3
4
 
0
 
5
 
ご
U
 
 

7
 
6
 
6
 
 

」
2
3
 
 

3
 
4
 
9
 
 

6
 
6
 
6
 
 

7
 
 

4
 
 

7
 

4
 
 

2
 
 

7
 
 

0
 
（
U
 
 

「
／
 
 

了
 
 

〇
．
 
 

7
 
 

2
 
 

6
 
（
U
 
 

O
 

〇
．
4
．
 
 

7
 
6
 
 

9
 
0
 
 

6
 
7
 
 6

 
 

4
 
 

「
ユ
 
 

6
 
 

7
 
 

3
 
 

6
 
 

5
 
 

9
 
 

6
 
 

5
 
2
 
 

6
 
 

3
 
 

O
1
2
3
4
5
6
了
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
 
1
 
－
 
1
．
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
1
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
2
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
 
3
4
4
 
4
 
4
 
4
 
4
 
4
 
4
 
 
 

L
 
O
．
 
 

7
 
7
 
 

．
3
．
〇
 
3
 
9
 
 

7
 
6
 
 

．
4
」
 
 

7
 
7
 
 

5
 
3
 
 

4
 

7
 
7
 
 

1
 
4
 
つ
h
■
L
 
 

7
 
7
 
 

7
 
2
 
 

4
 

7
 
7
 
 

9
 
4
 
 

4
 

7
 
7
 
 

4
 
8
 
 

亡
U
 
6
 
 

0
U
 
4
 
 

7
 

6
 
7
 
 

．
7
 
．
7
 
3
 
9
 
 

6
 
6
 
 

8
 
n
U
 
7
．
2
．
 
 

6
 
7
 
 

9
 
8
 
1
 
9
 
1
 
6
 
 

7
 
7
 
了
 
6
 
7
 
6
 
 

4
．
L
 
 

7
 
7
 
 

（
U
 
5
 
 

．
 

6
〇
 

了
 
7
 
 

7
 
4
 
7
．
3
．
 
 

7
 
7
 
 

7
」
 
 

．
 
7
 
3
 
 

7
 
7
 
 

4
 
5
 
8
．
4
．
 
 

「
／
 
「
／
 
 

5
 
4
 
8
．
4
．
 
 

7
 
「
／
 
 

0
 
3
 
 

5
 
 

6
 
 

「
〇
 
 

9
 
 

6
 
 

6
 
 

7
 
 

6
 
 

3
 
 

9
・
1
 
3
 
7
 
 

ハ
0
 
6
 
6
 
6
 
 

0
 
4
 
6
 
 

ご
U
 
6
 
6
 
 

5
0
」
 
5
 
3
 
∩
コ
 
 

6
 
6
 
6
 
 

1
 
5
 
7
 
 

4
 
9
 
2
 
 

ご
U
 
6
 
7
 
 

0
 
3
 
「
′
 
 

7
 
0
 
3
 
3
 
9
 
4
 
 

6
 
5
 
6
 
 

・
・
l
 
亡
U
 
7
 
 

4
 
4
 
〔
J
 
 

ご
U
 
6
 
ご
U
 
 

3
 
2
 
9
 
5
 
9
 
2
 
 

6
 
5
 
6
 
 

2
 
7
 
7
 
 

6
 
0
・
1
 
3
 
 

亡
U
 
7
 
7
 
6
 
 

6
 
9
 
9
 
9
 
 

6
 
6
 
0
U
 
6
 
 

6
 
6
 
6
 
6
 
 

6
 
2
 
9
 
6
 
0
 
2
・
】
－
1
 
 

7
 
7
 
7
 
7
 
 

「
－
 
5
 
4
 
2
 
 

3
 
 

6
 
 

（
U
 
2
 
 

6
 
 

5
 
 

5
．
 
 
 

6
 
 
 

了
 
 

0
」
4
 
4
 
7
 
6
 
 

6
 
5
 
「
〇
 
 

2
 
6
 
3
 
・
l
・
■
】
－
∩
）
 
 

6
 
6
 
亡
U
 
 

〔
0
 
3
 
2
 
9
 
2
 
5
 
 

5
 
6
 
5
 
 

4
 
4
 
7
 
・
4
 
0
U
 
n
U
 
 

6
 
5
 
6
 
 

（
U
 
9
 
 

6
 
5
 
 

」
 

．
 

2
 
9
 
 

6
 
5
 
 

0
 
3
 
 

3
．
4
．
 
 

6
 
亡
U
 
 

．
〇
」
 
 

8
 
9
 
 

5
 
5
 
 

0
 
9
 
4
．
1
．
 
 

ご
じ
 
ご
U
 
 

n
O
 
7
 
 

千
■
L
 
 

6
 
仁
U
 
 

3
 
3
 
3
．
4
．
 
 

7
 
企
U
 
 

6
 
6
 
 

．
7
 
．
7
 
3
 
3
 
 

6
 
ご
U
 
 

「
－
 
0
 
4
．
8
．
 
 

6
 
5
 
 

6
 
3
 
7
．
ウ
L
 
 

6
 
6
 
 

0
 
6
 
 

「
／
 
6
 
 

9
 
2
 
4
．
t
 
 

7
 
亡
U
 
 

4
・
l
 
つ
山
 
（
h
 
 

「
／
 
ご
U
 
 

1
 
9
 
 

3
．
丁
 
 

7
 
6
 
 

6
 
0
 
つ
L
4
．
 
 

7
 
6
 
 

5
 
0
 
4
．
6
．
 
 

7
 
亡
U
 
 

7
 
6
 
 

＆
6
．
 
 

7
∫
 
ご
U
 
 

5
2
7
3
」
 
 

3
 
2
 
5
 
（
U
 
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
 
6
 
6
 
 

3
 
4
 
6
 
 

7
 
6
 
亡
U
 
 

9
 
7
 
7
 
 

1
 
8
 
0
0
 
 

7
 
6
 
6
 
 

7
 
4
 
9
 
 

1
 
8
 
2
 
 

「
／
 
ご
じ
 
亡
U
 
 

3
 
8
 
0
 
5
 
6
 
3
 
 

7
 
6
 
6
 
 

2
 
3
 
2
 
6
 
了
 
6
 
 

7
 
6
 
亡
U
 
 

7
 
6
 
0
 
 

「
／
 
6
 
9
 
 

7
 
6
 
6
 
 

0
 
7
 
4
 
 

5
 
n
O
 
亡
U
 
1
 
4
 
 

了
 
6
 
7
 
「
／
 
8
 
 

4
 
3
 
■
1
 
7
 
2
 
5
 
 

6
 
6
 
5
 
 

3
」
5
 
 

7
 
1
 
3
 
 

6
 
亡
じ
 
亡
U
 
 

3
 
2
 
3
 
 

0
0
 
6
 
2
 
 

6
 
6
 
6
 
 

4
 
5
 
4
．
8
．
 
 

7
 
「
′
 
 

8
 ．

．
 

7
 
「
′
 
 

5
 
2
 
己
L
 
 

「
－
 
O
U
 
 

O
 
9
 
「
a
一
L
 
 

7
 
8
 
 

3
 
9
 
 

A
h
■
L
 
 

「
／
 
0
0
 
 

6
 
2
 
 

9
 
「
ヽ
）
 
3
 
 

6
 
7
 
7
 
 

8
2
」
2
3
7
」
 
9
 
5
′
6
 
R
）
 
■
－
 
0
 
2
 
 

6
 
7
 
6
 
6
 
7
 
6
 
6
 
 

4
 
0
〇
一
－
 
4
 
0
 
ご
U
 
 

6
 
7
 
6
 
 

0
 
7
 
6
 
9
 
2
 
8
 
 

亡
U
 
「
／
 
6
 
 

3
6
」
 
7
 
1
 
8
 
 

ご
U
 
「
／
 
亡
U
 
 

2
 
 

3
 
 

7
 
 

9
 
 

5
 

7
 

「
／
 
 

4
 
 

7
 
 

9
 
 

7
 
 

7
 
 

6
 
 

0
0
 
 

7
 
 

6
 
3
 
7
 
 

「
／
 
7
 
6
 
 

8
 
0
 
 

6
 
7
 
 

7
 
9
 
 

7
．
〇
．
 
 

仁
U
 
7
 
 

2
 
2
 
2
．
4
 
 

7
 
7
 
 

9
 
7
 
 

4
．
一
L
 
 

7
 
7
 
 

」
 
 

．
 

7
 
「
／
 
 

．
2
．
〇
 
2
 
8
 
 

7
 
7
 
 

（
U
 
8
 
 

4
 
0
U
 
3
．
7
．
 
 

6
 
6
 
 

9
 
n
O
 
 

■
L
 
2
．
 
 

6
 
7
 
 

．
〇
．
8
 
3
 
4
 
 

6
 
ご
U
 
 一

5
．
8
 
（
U
 
7
 
 

7
 
5
 
 

．
5
月
 
 

2
 
5
 
 

7
 
6
 
 

4
 
2
 
 

3
 

7
 
6
 
 

0
 
9
 
6
．
6
．
 
 

7
 
6
 
 

」
．
4
 
 

5
・
1
 
 

7
 
7
 
 

5
 
3
 
 

0
 
7
 
7
 
0
0
 
 

「
－
 
仁
U
 
5
 
仁
U
 
 

9
 
仁
リ
 
ー
 
O
．
 
 

亡
U
 
6
 
 

7
 
4
 
6
．
A
＝
 
 

6
 
仁
U
 
 

．
7
．
6
 
9
 
2
 
 

亡
U
 
6
 
 

8
 
6
 
9
 
4
 
 

6
 
7
 
亡
U
 
「
／
 
 

．
〇
．
4
 
 

7
 
5
 
 

ご
U
 
6
 
 

3
 
5
 
 

3
 ご

U
 
7
 
 

」
 
 

．
 

ご
U
 
6
 
 

9
 
4
 
 

■
L
孔
 
 

6
 
7
 
 

5
 
7
 
巳
 
L
 
 

6
 
7
 
 

6
 
6
 
 

5
 
6
 
 

．
4
．
8
 
7
 
3
 
 

5
 
6
 
 

」
∵
」
 
1
－
 
3
 
 

亡
U
 
6
 
 

．
8
 
．
3
 
0
0
 
3
 
 

5
 
6
 
 

8
 
1
 
2
・
1
 
5
3
6
L
 
 

7
 
9
 
 

6
 
6
 
 

A
6
．
 
 

「
／
 
ご
U
 
 

4
 
7
 
＆
 

A
り
 
 

6
 
ハ
0
 
 

4
 
2
 
 

つ
了
‥
 
 

7
 
亡
U
 
 

9
 
2
 
〇
．
〇
．
 
 

7
 
7
 
 

9
 
5
 
7
．
〇
．
 
 

6
 
7
 
 

6
 
9
 
4
 
7
 
（
U
 
O
↓
h
 
9
6
 
8
 
 

「
1
 
7
 
6
 
6
 
6
 
 

6
 
6
 
 

0
U
 
5
 
 

7
．
つ
止
 
 

6
 
6
 
 

9
 
2
 
 

6
 

亡
じ
 
亡
U
 
 

9
 

．
．
 

6
 
6
 
 

一
8
．
〇
 
 

4
 
（
U
 
 

6
 
7
 
 

4
 
0
 
4
．
1
．
 
 

7
 
7
 
 

．
2
．
8
 
6
 
9
 
 

6
 
6
 
 
 

2
 
5
 
4
 
 

6
 
6
 
6
 
 

2
 
9
 
7
 
 

0
 
0
 
5
 
 

7
 
7
 
6
 
 

0
 
5
 
7
 
3
・
1
 
5
 
 

6
 
7
 
6
 
 

8
 
5
 
3
 
3
 
8
 
5
 
 

5
 
1
 
4
 
▲
1
 
7
 
∩
）
 
 

6
 
6
 
仁
U
 
7
 
6
 
「
／
 
 

3
 
7
 
9
．
4
．
 
 

5
 
6
 
 

0
 
0
 
8
．
L
 
 

6
 
6
 
 

8
 
9
 
 

7
 

5
 
5
 
 2

 
 

6
 
 

3
 
 

6
 
 

2
 
 

仁
U
 
 

7
 
 

．
2
 
．
7
 
6
 
9
 
 

6
 
亡
U
 
 

O
 
7
 
a
 

．
L
 
 

6
 
「
／
 
 

0
0
 
6
 
「
h
．
L
 
 

5
 
7
 
 

（
U
 
3
 
 

6
 

「
／
 
了
 
 

3
 
「
／
 
臥
6
．
 
 

7
 
7
 
 

8
 
3
 
 

一
L
 
O
 

〇
〇
 
〇
O
 
 

t
O
．
5
 
 

8
 
8
 
 

．
3
 
．
1
 
7
 
5
 
 

7
 
7
 
 

亡
U
 
2
 
 

0
 
∩
）
 
1
 
4
 
5
 
 

「
／
 
7
 
7
 
6
 
ご
U
 
 

0
 
1
 
2
 
5
 
9
 
 

0
U
 
O
U
 
n
O
 
6
 
6
 
 

2
 ．

．
 

「
－
 
亡
U
 
 

O
 
8
 
9
．
8
．
 
 

6
 
6
 
 

．
4
」
 
3
 
9
 
 

7
 
6
 
 

5
 
0
 
6
 
 

4
 
6
 
6
 
 

7
 
6
 
ご
U
 
 

6
 
5
 
7
 
 

（
U
 
2
 
0
 
 

7
 
6
 
「
／
 
 

4
 
2
 
4
 
0
 
3
 
0
 
 

7
 
6
 
7
 
 

▲
1
 
6
 
ご
U
 
 

5
 
3
 
0
 
 

7
 
6
 
7
 
 

7
 
8
 
2
 
8
 
5
 
9
 
 

7
 
6
 
ご
U
 
 

7
 
6
 
4
 
 

2
 
2
 
 

．
L
 
7
 

6
 
5
 
 

2
 
亡
じ
 
 

一
L
 
7
‥
 
 

6
 
6
 
 

3
 
2
 
3
．
■
L
 
 

仁
U
 
6
 
 

3
5
」
〇
 
．
1
 
9
 
5
 
3
 
2
 
■
1
 
 

5
 
6
 
6
 
6
 
6
 
 

7
 
5
 
3
 
 

6
 
6
 
6
 
 

4
 
3
 
3
 
 

6
 
「
／
 
1
 
 

6
 
6
 
6
 
 

「
／
 
0
 
7
 
 

5
 
7
 
4
 
 

6
 
6
 
亡
U
 
 

2
5
」
 
 

1
 
7
 
1
 
7
 
6
 
6
 
 

5
 
9
 
0
 
4
 
3
 
3
 
 

6
 
6
 
6
 
 

6
 
9
 
0
 
3
 
2
 
3
 
 

6
 
7
 
6
 
 

9
 
亡
U
 
9
 
8
 
0
U
 
ご
U
 
 

6
 
6
 
6
 
 

8
 
2
 
4
 
 

1
 
2
 
2
 
 

6
 
6
 
6
 
 

6
 
3
 
4
 
9
 
9
 
2
 
 

5
 
5
 
6
 
 

3
」
∵
」
 
4
 
4
 
0
 
 

6
 
亡
U
 
6
 
 

人口動態統計より国立がんセンターがん対策情報センターにて作成  

ー34－  



部位別がん年齢調整死亡率の都道府県の特徴（2006年）  

1 全がん（全国平均 90．0）  

（か青森県（105．1）、②和歌山県（98．9）、③大阪府（98．9）、④秋田県（9了．2）、  

（9福岡県（97．2）、⑥北海道（95．4）、⑦佐賀県（95．1）、⑧鳥取県（94．7）、⑨栃木県（93．5）、  

（珍長崎県（93．3）  

15．5）  2 肺がん（全国平均   

①北海道（18．4）、②和歌山県（18．0）、③大阪府（17．8）、④鳥取県（17．3）、  

⑤京都府（17．2）、⑥愛知県（17．0）、⑦青森県（16．9）、⑧栃木県（16．3）、  

⑨三重県（16．2）、⑩宮城県（16．1）  

3 胃がん（全国平均  13．2）  

①秋田県（17．9）、②富山県（16．0）、③山形県（15．6）、④新潟県（15．6）、  

⑤茨城県（15．3）、⑥奈良県（15．0）、⑦栃木県（14．7）、⑧大阪府（14．6）、  
⑨岐阜県（114．4）、⑩愛媛県（14．3）  

4 大腸がん（全国平均10．や）  

①青森県（‾14．4）、②秋田県（13．0）、③栃木県（12．8）、④沖縄県（12．8）、  

⑤埼玉県（‾t2．1）、⑥東京都（11．8）、⑦福島県（11．5）、⑧神奈川県（11．4）、  

⑨岐阜県（‖．4）、⑩北海道（11．4）  

5 肝がん（全国平均 9．8）  

①福岡県（15．5）、②佐賀県（14．9）、③広島県（14．2）、④徳島県（14．2）、  

⑤大阪府（13．0）、⑥愛媛県（12．3）、⑦熊本県（12．2）、⑧和歌山県（12．2）、  

⑨山口県（12．2）、⑩兵庫県（12．1）  

6 膵がん（全国平均  6．4）  

①和歌山県（8．7）、②北海道（8．1）、③青森県（7．9）、④山形県（7．6）、⑤鳥取県（7．2）、  

⑥京都府（■7．1）、⑦香川県（了．1）、⑧岩手県（7．1）、⑨新潟県（7．1）、⑩福島県（7．0）  

7 乳がん（全国平均10．7）（女性のみ）  

①愛媛県（14．4）、②鳥取県（13．2）、③青森県（13．0）、④長崎県（12．5）、⑤宮城県（12．1）、  

⑥和歌山県（12．0）、⑦神奈川県（12．0）、⑧東京都（11・8）、⑨静岡県（11・7）、  

⑩大分県（‘tl．7）  
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部位別がん年齢調整死亡率の都道府県の特徴（2007年）  

1 

①青森県（103．7）、②佐賀県（100．6）、③和歌山県（9了．4）、④大阪府（97．3）、   

⑤鳥取県（96．2）、⑥福岡県（94．3）、（∋長崎県（94．2）、⑧北海道（93．8）、   

⑨新潟県（91．7）、⑩茨城県（91．5）  

2 肺がん（全国平均15．3）  

①青森県（18．5）、②北海道（18．1）、③大阪府（18．0）、④和歌山県（17．5）、  

⑤愛知県（16．3）、⑥山口県（16．0）、⑦長崎県（16．0）、⑧兵庫県（15．9）、  

⑨埼玉県（15．7）、⑩香Jtl県（15．了）  

3 胃がん（全国平均12．7）  

（D新潟県（16．6）、②秋田県（16．5）、③青森県（15．8）、④鳥取県（15．7）、  

⑤栃木県（15．2）、⑥山形県（14．6）、⑦大阪府（14．5）、⑧岐阜県（14．4）、  

⑨茨城県（14．3）、⑩埼玉県（13．9）  

4 大腸がん（全国平均10，9）  

①青森県（13．3）、②沖縄県（12．3）、③鳥取県（12．3）、④新潟県（12．1）、  

⑤埼玉県（12．1）、⑥長崎県（12．1）、⑦秋田県（12．0）、⑧東京都（11．8）、  

⑨栃木県（11．7）、⑩神奈川県（11．7）  

5 肝がん（全国平均 9．3）  

①佐賀県（15．5）、②福岡県（14．0）、③鳥取県（13．3）、④広島県（13，2）、  

⑤和歌山県（13．0）、⑥愛媛県（12．8）、⑦大阪府（12．1）、⑧徳島県（11．6）、  

⑨兵庫県（11．5）、⑩長崎県（11．3）  

6㈲4）   
①北海道（8．3）、②青森県（8．1）、③山形県（7．4）、④宮城県（7．3）、⑤福島県（7．3）、   

⑥秋田県（7．2）、⑦福井県（7．1）、⑧鹿児島県（6．9）、⑨福岡県（6．7）、⑩岐阜県（6．7）  

7刺ト（女性のみ）   
①宮城県（12．9）、②埼玉県（12．5）、③青森県（12．5）、④東京都（12．2）、   

⑤佐賀県（11．9）、⑥北海道（11．8）、⑦新潟県（11．6）、⑧神奈川県（11．4）、   

⑨静岡県（11．3）、⑩高知県（11．1）  
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資料2－3   緩和ケア研修会の修了証書交付件数について  

都道府県名  確認依頼件数※1   交付件数※2   

北海道   2   93   

青森県   3   77   

岩手県   20   

宮城県  

秋田県  

山形県   48   

福島県   35   

茨城県   2   73   

栃木県  

群馬県   18   

埼玉県   2   47   

干葉県   3   29   

東京都   5   177   

神奈川県  

新潟県  

冨山県  

石川県   2   72   

福井県   3   45   

山梨県   2   89   

長野県   5   161   

岐阜県   2   63   

静岡県   2   55   

愛知県   4   100   

三重県   2   了2   

滋賀県   47   

京都府   4   190   

大阪府   4   129   

兵庫県   3   134   

奈良県  

和歌山県   2   66   

鳥取県   12   

島根県   35   

岡山県   2   73   

広島県  

山口県   48   

徳島県   2   74   

香川県   2   41   

愛媛県   34   

高知県  

福岡県   4   131   

佐賀県   47   

長崎県  

熊本県   18   

大分県   2   85   

宮崎県   3   66   

鹿児島県   30   

沖縄県   3   135   

総計   82   2，669   

※1当該研修会が指針に準拠したものであることを健康局長が確認した件数  

※2 平成21年2月26日現在までに決裁を了し、交付した修了証書の件数  
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資料2－4  

資料2－4市区町村におけるがん検診の実施状況等について（平成20年1月時点）  
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市区町村におけるがん検診の実施状況等調査結果  

1．調査方法等   

各都道府県を通じ、管内市区町村（対象：1，822市区町村）に対し、がん検  

診の実施状況（平成20年1月1日時点）についての調査を行った。  

2．結果概要  

○ 全市区町村（1，822）から回害があった（回収率100％）。  

○ 国の指針通りに実施している市区町村は、胃がん、大隈がんは1，782   

（97．8％）、子宮がんは1，711（93．9％）であったが、肺がんは1，682   

（92．3％）、乳がんは1，601（87．9％）であり、やや低かった。国の指針通   

り実施していない市区町村は、乳がん221（12，1％）、肺がん139（7．6％）、   

子宮がん111（6．1％）、胃がん、大隠がんは40（2．2％）であった。この   

うち、指針以外の方法でも実施していない市区町村数は、肺がん51、乳がん   

2、子宮がん1、大腸がん2、胃がん1であった。5種類のがん検診を一切   

実施していない市区町村はなかった。  

○ 国の指針以外の方法でも実施していない市区町村における主な理由として   

は、胃がんは「施設の整備が整わないため（1）」、肺がんは「他に優先すべき   

事業がある（19）」「予算を確保できないため（12）」等、乳がんは「予算を   

確保できないため（1）」であった。  

○ 国が指針で定めている以外の種類のがん検診としては、前立腺がんに対す   

るPSA検査900（49．4％）、肝がんに対する腹部超音波検査31（1．7％）   

が実施されていた。  

○ 国の指針よりも対象者を絞り込んで実施している市区町村数は、乳がん  

131（8．2％）、子宮がん98（5．7％）、胃がん84（4．7％）、肺がん57（3．4％）、   

大腸がん47（2．6％）となっており、特に乳がんで多かった。絞り込む方法   

としては、先着順、抽選、年齢制限などがみられた。  
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○ がん検診の周知方法としては、「広報誌に掲載1，590（87．3％）」、「ホーム   

ページに掲載1，083（59．4％）」、「個別郵送1，049（57．6％）」が多くの市   

区町村で実施されたが、「個別訪問105（5．8％）」を実施しているのは少数   

にとどまった。  

○ 自己負担額は、集団方式が安く、医療機関委託方式は高い傾向にあった。   

医療機関委託方式の自己負担額については、肺がん検診、大腸がん検診は  

1，000円以下、子宮がん検診、乳がん検診は500円から2，000円が多く、   

比較的に安い市町村が多かったが、胃がん検診は2，500円以上徴収する市区   

町村も多く認められた。  

○ 医療機関委託方式の検診を無料で実施している市区町村数は、子宮がん検   

診が91、大腸がん検診が74、肺がん検診が63、乳がん検診が40、胃が   

ん検診が27であった。  
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市区町村におけるがん検診の実施状況の調査結果（全国）  

1回収状況  

市区町村数  割合   

調査対象とした市区町村   1，822   100％ 

回答のあった市区町村   1．822   1009も 

2 各がん検診の実施状況  

告がん   大腸がん   

国の指針どおりに実施している市区町村   
1，782   1．711   1，682   1．601  1．了82  

（97．8％）  （93．9％）  （92．3％）  （87．9％）   （97．8％）   

国の指針どおりに実施していない市区町村   40   
111   139   221  40  

（6．1％）   （7．6％）  （12．1％）  （2．2％）   

不明・無回答  
0  0  0  0  

（0．0％）  （0，0％）  （0．1％）  （0．0％）  （0．0％）   

1，822   1，822   1，822   1，822  1．822  
合計  

（100．0％）  （100．0％）  （100．0％）  （100．0％）   （100．0％）   
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3 国の指針通り実施していない理由  

理由  計  （参考）国の指針   

実施していない  

市区町村（※）   
口  

40歳以上  

胃がん  20   40   問診、胃部X繰検査  

施している   内視鏡   39       17  毎年  

市区町村   その他   2  

実施していない  

市区町村（※）   
口  口   

毎年  81  
20歳以上  

問診、視診、細胞診  
子宮がん  12  111    内診  

実施している  年齢制限により実施  7  隔年  

市区町村   隔年  2  

その他   8   

他に優先すべき事業があるため  19  

予算を確保できないため  12  

実施できる施設がないため  7  

体制が整わないため  3  

実施を検討中  2  

実施していない  
市区町村（※）       有効性が不十分であるため い 1 51 

発症予防に力をいれてるため  

喀痍採取が困難であるため  
40歳以上  

肺がん  受診者が少ないため  
問診、胸部X線検査  

139    略癌細胞診  

その他  4  毎年  

結核健診  36  

ヘリカルCT・CT等  16  

何らかの形で   
実施している  

対象年齢拡大  

15  
市区町村  

10  

暗疾検査のみ  

その他  10   

予算を確保できないため  
実施していない  
市区町村（※）   その他   1 2 

複合（マンモグラフィー＋超音波等）  81  40歳以上  

マンモグラフィーのみ  32  問診、視診、触診  
乳がん  

何らかの形で  
221  

実施している  視触診のみ  9  隔年  

市区町村   年齢制限により実施  

隔年  

その他   84   

実施していない  
市区町村（※）   

2  2   
40歳以上  

大腸がん  40   問診、便潜血検査  

実施している  対象年齢拡大  毎年  

市区町村   その他   

（「そのイ       也」には無回答を含む）   

（※）実施していない市区町村名については、別紙参照。  
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4 国の指針以外の方法によるがん検診の実施状況  

5 国の指針以外の方法（複数回答可）  

市区町村数   

胃がん検診（ペプシノゲン法）   21  （1．2％）   

胃がん検診（胃カメラ検査）   53   （2．9％）   

肺がん検診（CT検査）   36   （2．0％）   

肺がん検診（ヘリカルCT検査）   48   （2．6％）   

乳がん検診（エコー検査）   206 （11．3％）   

前立腺がん検診（PSA検査）   900 （49．4％）   

肝がん検診（エコー検査）   31  （1．7％）   

甲状腺がん検診（エコー検査）   5   （0．3％）   

その他   522   （28．6％）   

回答のあった市町村（再掲）   1，822 （100．0％）   

6 対象者を制限しているか  

告がん  子宮がん  肺 がん  乳がん   大腸がん   

1，694   1，603   1，619   1，460   1，730  
国の指針どおり対象者を設定している市区町村  

（95．1％）  （93．7％）  （96．3％）  （91．3％）  （97．1％）   

国の指針よりも対象者を制限している市区町村   
84   98   57   131   47  

（4．7％）   （5．7％）   （3．4％）   （8．2％）   （2．6％）   

不明・無回答   
4   10   6   9   5  

（0．2％）   （0．6％）   （0．4％）   （0．6％）   （0．3％）   

合計   
1，782   1．711   1，682   1．600   1，782  

（100．0％）  （100．0％）  （100．0％）  （100．0％）  （100．0％）   

7 どのような方法により対象者を制限しているか（複数回答可）  

冒がん  子宮がん  肺 がん  乳がん   大腸がん   

定員を設け先着順   52   37   26   69   27  
（61．9％）  （37．8％）  （45．6％）  （52．7％）  （57．4％）   

定員を設け抽選   10   6   9   9   6  

（11．9％）   （6．1％）  （15．8％）   （6．9％）  （12．8％）   

年齢を制限   17   23   20   6  

（20．2％）  （23．5％）  （19．3％）  （15．3％）  （12．8％）   

誕生年で選定   14   0   25   0  

（1．2％）  （14．3％）   （0．0％）  （19．1％）   （0．0％）   

その他   10   23   13   25   
（＝．9％）  （23．5％）  （22．8％）  （19．1％）  （23．4％）   

不明・無回答  2   5   5   0  

（2．4％）   （5．1％）   （1．8％）   （3．8％）   （0．0％）   

国の指針よりも対象者を制限している市区町村（再掲）   84   98   57   131   47  
（100．0％）  （100．0％）  （100．0％）  （100．0％）  （100．0％）   
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8 がん検診の周知方法（複数回答可）  

市区町村数   

対象者に個別に郵送等で通知   1．049   （57．6％）   

自治休の広報紙で周知   1，590   （87．3％）   
自治体のホームページで周知   1，083   （59．4％）   

個別訪問して通知   105   （5．8％）   

その他   634   （34．8％）   

回答のあった市区町村（再掲）   1．822 （100，0％）   

9 受診時の費用負担額   

【胃がん】  

【子宮がん】  
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【肺がん】  

500円～1，000円   

【乳がん】  
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【大腸がん】  

集団検診     保健所検診  医療機関（一括）  医療機関（個別）   

173  3  16   74  
無料  

田   0  ．8％）  （30．0％）  （12．4％）   （15．7％）   

1円～500円  
之僻   膚0制も）   （4乙6％）   （43三4％）   

334  2  44   135  
500円～1，000円  

（20．9％）  （20．0％）  （34．1％）   （28．7％）   

18  0  7  50  
1．001円～1，500円  

（5．4％）  （10．6％）   

3  

1．501円～2，000円   
（0．8％）  （0．6％）   

3  0  2  0  

2，001円～2，500円  
（0．2％）  （0．0％）  （1．6％）  （0．0％）   

2，501円以上  
2  0  4  4  

（0．1％）  （0．0％）  （3．1％）  （0．9％）   

1，599  10  129  470  
合計  

（100．0％）      （100．0％）   （100．0％）    （100．0％）   
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（別紙）  

指針以外の方法でも実施していない旨回答のあった市町村  

（平成20年1月1日現在）  

胃がん  子宮がん  肺がん  乳がん  大腸がん  

検  診  検   診  検   診  検  診  検   診  

1町   1村  51市町村  2市村   2村   

岩手県  釜石市、八幡平市  未実施  

秋田 県  湯沢市、美郷町、東成瀬村  未実施  

群馬 県  桐生市、大田市、冨岡市、  

甘楽町、高山村、東吾妻町  
未実施  

千葉県  鴨川市  未実施  

東京都  稲城市  未実施  

長野県  天龍村、泰阜村  未実施   

滋賀 県  大津市、長浜市、  
近江八幡市、草津市、  
守山市、栗東市、野洲市、  

湖南市、高島市、  
東近江市、米原市、  
安土町、日野町、竜王町、  

未実施  

愛荘町、豊郷町、甲良町、  
多賀町、虎姫町、湖北町、  

高月町、木之本町、  
余呉町、西浅井町  

奈良県  上牧町、河合町  未実施  

和歌山県  北山村  未実施  未実施  

上富田町   未実施  

島根県  出雲市、安来市  未実施  

福岡 県  太宰府市、岡垣町  未実施  

宮崎県  日南市、日向市、串間市、  

西都市、南郷町、高原町、  未実施  

高鍋町、新富町、木城町  
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がん検診の費用に関する調査  

平成19年度実績額  平成20年度予算蝮  

都道府県名  全てのがん検診  うち胃、子宮、乳、肺、大腸  全てのがん検診  うち胃、子宮、乳、肺、大腸  

総費用（干由）  自己負担綾（干円）  総費用（千円）  自己負担額（千円）  総費用（千円）  自己負担額（干円）  総費用（干円）  自己負担額（千円）  

l  3，793，482   709，501   3，733．454   691，387   3．903．472   741．251   3，838，778   721．912  

2  1．587，906   202．182   1．525．323   18了，890   1．612．012   200，599   1．555．170   186．593  

3  †，537．829   227．58l   1．476．219   215．045   】．559．155   235，074   1．481．583   221．553  

4  3，362．212   604．876   3，281．479   577，647   3．794．493   674．956   3，696，356   647．986  

5  991，694   192．483   896．205   1了4，391   974，266   189．652   896，746   174．630  

6  1．72（王．294   514．705   1．583，456   448．248   1，760，812   508．565   1，630．499   439．997  

7  2．865．047   239，536   2，735，200   188．389   3．117．948   291，450   乙959．825   226，208  

8  2．093，344   372，042   l，890．768   331．650   2．253．059   415，365   2．035，550   381．030  

9  1．957．307   227．558   1，859．472   213，773   乙097．355   272．了52   1．958．462   252．296  

10  2．215．545   191．092   2．110．672   170，890   乙203．833   173．278   2，093．905   159，705  

皿  7．19D，756   486．210   6．945，296   461，423   7．836．696   589，120   7，510．399   559，633  

12  6．424，9B6   508，881   5．814．466   458．738   7．543．255   691．628   6．780．623   631．792  

13  9．834，153   351，411   9，582．454   330，674   1乙558．570   465．039   12．207．447   438．887  

14  6．015．510   814．794   5．874．895   793．082   7．322．076   907．722   7．154．711   880，509  

15  2，664，994   248．568   2．580．481   232．O18   2．859．00†   287．002   2－751，829   277，8柑  

t6  l，318，018   156．496   1．248，227   151，320   1，237．544   155．220   1．181．738   150．463  

け  1，155．183   112．835   り12．333   108．978   1．160，383   132．743   1．122．889   12B．629  

18  396，516   66，390   380．982   61．972   424．423   69．997   405，667   64．‖0  

19  1．321．919   243，435   910．090   160．612   1．164，410   209，281   853，099   154，698  

ZO  l，530．492   323，504   1，473．413   304．463   1．673．】77   354．53】   1，599．835   333．676  

田  1．432，285   192．730   1．352．113   175．977   1．446．946   224．005   1．371，342   207，244  

Z2  4．096．503   539．978   3，875．938   492，606   4．247．746   524，403   3，973．790   481．587  

23  6．738．058   766．763   6，422，528   7柑．413   7．824，491   1．130．280   7．475．979   1．075．370  

24  1，970，227   422．781   1，677．070   342．803   2，039．975   335．736   1．748，457   304．888  

25  513．245   89．850   501．234   88．170   640′525   105，699   625．106   103．742  

26  1，095．141   64．211   1．038．003   5了，469   1，209．336   65，705   1，146．136   57．337  

27  5．891．440   303．055   5．664．018   287．949   6．037，736   333．252   5．765，201   320．215  

28  2，926．135   519，262   2，808．643   479．151   3．005，001   492，231   2．811，524   429，610  

29  1，113，166   139．697   1，097，397   136．876   1．051．986   203，9【‡5   1．034．295   201．021  

30  923．379   92，377   899′977   88，893   999．794   116．593   968，406   111．995  

31  823，692   124．139   了73，992   116．550   848．903   143．441   797．638   137，731  

32  408．887   5†．336   390．372   48．885   437，610   55，673   416，Og5   51．824  

33  2，259．123   323．733   2，173，150   293，494   2，360．040   359，051   乙268．579   332．496  

34  1，623，737   230，910   1．571，910   221，357   1．821，580   263．259   1．766，714   252．858  

35  り53，869   144，909   1．105．717   133．029   1．202，010   180．205   l．144，865   164．249  

36  454，886   35，603   427．5了9   33，844   481．089   33．647   440，829   31．904  

37  834．714   123．304   751．188   115．682   900．5柑   126，252   804．413   118，841  

38  872．149   150．80了   612．011   94，896   1，023．076   208，792   771．752   140．925  

39  389．504   43，375   379．612   4乙353   427．446   46．734   415．5†9   45，32l  

40  2．719．605   395．395   2．591．576   370．690   乙842，773   414．402   2．684．204   386．025  

41  477，912   58．557   454．756   55，124   530．805   62．g92   503．350   58，571  

42  l．206．429   104．474   】．166，409   93．44D   】，309，151   117，245   1，240．224   103，493  

43  1．799．614   431．537   1，513，335   347．184   1．645．893   398，176   1．352．523   318．805  

44  975．871   218．279   927，553   204．483   1．060．06B   262，159   l．00l．255   244．613  

45  了51．689   133．972   650，222   115，034   804，331   151．733   717．741   132．650  

46  1．522，505   242．217   1．313．609   196．281   1，546．245   269，418   1．355，189   226．489  

47  682．368  118，652  664，899   115，556   699，879   113．048   669．953   105．527  

合計   105．641．320  1乙855．983  99．879．696   11．728．779  115．500．893   14．303．341  108．98－6．179   13．177．455   

※ 平成20年12月がん対策推進室まとめ  
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資料2－5  

資料2－5市区町村におけるがん検診の実施状況等について（平成21年1月時点）  
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【胃がん】  

検診実施  

：
：
：
＝
＝
＝
＝
■
一
▼
 
 

対象者  
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【子宮がん】  

検診実施  

：
＝
＝
＝
＝
＝
＝
・
す
 
 

対象者   
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【肺がん】  

検診実施  

＝
＝
＝
＝
＝
＝
＝
・
▼
 
 

対象者  
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【乳がん】  

検診実施  

：
：
＝
＝
＝
＝
＝
・
サ
 
 

対象者   
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【大腸がん】  

検診実施  

＝
＝
＝
＝
＝
＝
＝
・
▼
 
 

対象者  
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【周知方法】  

問53．がん検診の周知方法について、該当する項目に1を記して下さい。  

ア）対象者に個別に郵送等で通知  

ウ）自治体のホーームページで周知  

オ）その他〔  

イ）自治体の広報誌で周知  

エ）個別訪問して通知  

【その他のがん】  

検診実施  

（参考）  

指針  「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」  

（こ平成20年3月1日付け健発第0331058号「がん予防重点健康教育及びがん検診  

実施のための指針について」の別添）   

集団検診二  検診日時、検診場所を設定し集団で行う検診方式   

個別検診： 医療機関等において利用券方式等により個人単位でいつでもうけられる検診方式  

－55－   



資料2－6   
市区町村におけるがん検診の受診率の算出について  

背景につい  て  

市区町村が実施するがん検診（以下「市区町村がん検診」）の受診状況等  

については、「地域保健・老人保健事業報告」（平成20年度から「地域保  

健・健康増進事業報告」）により毎年公表されている。   

一方で、がん検診受診率の分母となる「対象者数」について、各市区町村  

がそれぞれ独自の考え方により設定しており、このため、複数の市区町村の  

がん検診受診率を同一基準で比較・評価することができなかった。   

このため、厚生労働省に設置された「がん検診事業の評価に関する委員  

会」において専門家による′検討を行い、市区町村がん検診の受診率を比較・  

評価するために用いる「対象者数」の統一的な考え方が、同委員会報告書  

「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」 （平成20年  

3月）において提案された。  

今回の算出について   

この度、同報告書の提案を踏まえ、以下の方法により「推計対象者数」の  

算出をおこなうとともに、「推計対象者数」を用いた平成18年度のがん検  

診受診率を、全市区町村について算出したところである。   

平成19年度以降のがん検診受診率についても、引き続き同様の算出を行  

っていくこととする（別紙参照）。  

○ 受診率の分母は、上記報告書において提案された考え方を参考として、   

以下の方法により算出した。各係数にLは、「平成17年国勢調査」におい   

て報告された人数を用いた。  

「  

i40歳以上（子宮がん検診は20歳以上）t・男女ごとに、以下の§ ＼  
l計算式で算出した人数を「推計対象者数」とする。  
＼ ！各係数は直近の国勢調査において報告された人数を用いる0  

、  

l  

l  

一二≡夏丁：   

市区町村  

人  口  

推   
計  

対象者数  
就業者数  

＼ ■■′一′ノー′■■′■■′一′－′■■－′一′一′■■－′■－′■－′■■■「′■－／■－′一■「′■－′一′■－／－「／■■′■■／一／一r′月零ト  

○ 受診率の分子は、「平成18年度地域保健・老人保健事業報告」におい   

て報告された各種がん検診の受診者数とした。  
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（別紙）使用する統計表  

分子（受診者数）の出典   分母（推計対象者数（①－②十③））の出典  

がん検診受診者数   ① 市区町村人口   ② 就業者数   ③ 農林水産業従事者数   

平成18年度地域保健t老人保健事業報告   平成17年国勢調査〔平成17年10月1日現在〕  
平成18年度  

（公表済）   （公表済）  

平成19年度   
平成19年度地域保健・老人保健事業報告  

（平成20年度末目途公表予定）  

平成20年度   
平成20年度地域保健・健康増進事業報告  

（平成21年度末目途公表予定）  

平成21年度   
平成21年度地域保健■健康増進事業報告  

（平成22年度末目途公表予定）  

平成22年度   
平成22年度地域保健・健康増進事業報告   平成22年国勢調査〔平成22年10月1日現在〕  

（平成23年度末目途公表予定）   （平成23年度以降公表予定）  

検診の  
平成23年度   

平成23年度地域保健・健康増進事業報告  
実施年度   （平成24年度末目途公表予定）  

平成24年度   
平成24年度地域保健■健康増進事業報告  

（平成25年度末目途公表予定）  

平成25年度   
平成25年度地域保健・健康増進事業報告  

（平成26年度末目途公表予定）  

平成26年度   
平成26年度地域保健・健康増進事業報告  

（平成27年度末目途公表予定）  

平成27年度   
平成27年度地域保健1健康増進事業報告   平成27年国勢調査〔平成27年10月1日現在〕  

（平成28年度末目途公表予定）   （平成28年度以降公表予定）  

平成28年度   
平成28年度地域保健t健康増進事業報告  

（平成29年度末目途公表予定）   

※ 平成19年度以降については予定。   



資料2－7  
都道府県がん対策推進計画策定状況（平成21年2月26日現在）  

策定  
都道府県  

状況   
策定時期   

25  滋 賀 県   済   平成20年12月   

26  京 都 府   済   平成20年3月   

2了  大 阪 府   済   平成20年8月   

28  兵 庫 県   済   平成20年2月   

29  奈 良 県  未策定  

30  和歌山県   済   平成20年3月   

策定  
都道府県  

状況   
策定時期   

口  北 海 道   済   平成20年3月   

2  青 森 県   済   平成20年5月   

3  岩 手 県   済   平成20年3月   

4  宮 城 県   済   平成20年3月   

5  秋 田 県   済   平成20年4月   

6  山 形 県   済   平成20年3月   

7  福 島 県   済   平成20年3月   

8  茨 城 県   済   平成20年3月   

9  栃 木 県   済   平成20年3月   

10  群 馬 県   済   平成20年3月   

皿  埼 玉 県   済   平成20年3月   

12  千 葉 県   済   平成20年3月   

13  東 京 都   済   平成20年3月   

14  神奈川県   済   平成20年3月   

15  新 潟 県   済   平成20年7月   

16  富 山 県   済   平成20年3月   

17  石 川 県   済   平成20年3月   

18  福 井 県   済   平成20年3月   

19  山 梨 県   済   平成20年3月   

20  長 野 県   済   平成20年3月   

21  岐 阜 県   済   平成20年3月   

22  静 岡 県   済   平成20年3月   

23  愛 知 県   済   平成20年3月   

24  三 重 県   済   平成20年7月  
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（平成21年2月26日現在）  

ケアについての基本的な知識を習得することについて、  

師数を増加させることについて、「5年以内」の目標  

アチームを設置しているがん診療を行っている医療機  
関を複数箇所整備することについて、「5年以内」の  

※1 基本計画においては、「10年以内」となっている。  

※2 奈良県及び岡山県は未策定である。  
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資料3－1  

がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会開催要綱  

1 趣旨   

全国どこでも質の高い医療を受けることができるようがん医療水準の均て   

ん化を推進するため、平成17年7月に「地域がん診療連携拠点病院のあり   

方に関する検討会」を開催し、指定要件等について検討を進め、平成18年   

2月に「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」を策定した。   

その後、4回にわたり「がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会」を   

開催し、指定要件の見直し等について検討を進め、平成20年3月、この検   

討会からの提言を踏まえ、新たな指針を策定したところである。   

厚生労働省健康局長は、この指針に基づき、がん診療連携拠点病院の指定   

のための検討会を開催するものである。  

2 検討会の名称   

「がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会」とする。  

3 検討会構成員   

楕成員については別紙のとおりとし、うち1名を座長とする。  

4 検討内容   

「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」に示す指定要件の充足度の   

検討及び適切な運営を行うに当たって必要な助言。  

5 会議の開催について   

会議は公開とする。  

6 その他  

（1）本検討会の庶務は、医政局指導課及び医政局看護課の協力を得て、健康   

局総務課がん対策推進室において行う。  

（2）この要綱に定めるもののほか、本検討会の開催に必要な事項は、座長が   

健康局長と協議の上、定める。  
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（別紙）  

がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会  

構成員名簿  

成 員 名   所  属   

Jll  治   国立大学法人群馬大学理事（病院担当）一病院長   

日 健夫   社団法人日本医師会常任理事   

泰 忠生   財団法人日本対がん協会会長   

拝 正深   広島県健康福祉局長   

頁 健夫   財団法人日本対がん協会常任理事   

竺 美佐子   あけぼの会副会長   

城 敏夫   医療法人浦添総合病院理事長   

崎 瑞穂   前橋赤十字病院院長   

口   建   静岡県立静岡がんセンター総長   

国立がんセンターがん対策情報センター  
尾 文彦  

センター長補佐   

（50音順、敬称略）  
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資料3－2  

第5回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会について（概要）  

〔訝－21  

年2月3日（火）10：00～12：00  
三田共用会議所1階講堂  

匝重要   

構成員10名の全員が出席  

〔 

石川委員、内田委員、垣添委員、迫井委員、関原委員、富樫委員、宮城委員、宮崎委員、  

山口委員、若尾委員  

匝頭  
○ 委員の互選により、垣添委員が座長に選出された。   

○ 都道府県から推薦のあった39病院のうち、37病院について指定が適当とされた。   
詳細は下記のとおり。  

・都道府県から推薦のあった39病院の内訳  

都道府県拠点（新規推薦）  1病  

′′   （地域拠点からの指定換による推薦）   3病院  

地域拠点  （新規推薦）  26病院  

∴ 9病院   9病院  

計  39病院   

・今回の指定による平成21年4月1日以降の拠点病院数（予定）  

都道府県拠点  51病院（4病院の増）  
坤域拠点 325病院（24病院の増）  

計  376病院（25病院の増）  
※なお、1地域拠点病院が、平成21年3月31日をもって指定辞退予定   

○ 拠点病院の指定に当たっての考え方（下記）について了解された。  

① 原則、「がん診療連携拠点病院の整備について」（平成20年3月1日付け健発第0301001号厚  

生労働省健康局長通知）に定める必須要件を充足していることとする。   

② 2次医療圏数を超える数の医療機関ががん診療連携拠点病院に指定されることによる、当  

該医療圏や都道府県のがん診療体制における相乗効果が、都道府県の推薦意見書に数値目標  

などを用い記載されていることとする。   

③ 2次医療圏数を超える数の医療機関をがん診療連携拠点病院に指定する理由として、単に  

人口が多いということだけでなく、がん患者の通院圏域、がん診療連携拠点病院間の機能的  

役割分担、隣接する医療圏との関係等について、都道南県において十分な説明があることと  
する。  

④ 都道府県は、拠点病院の運営が適切に行われるための体制を確保するよう努めることとす  

る。  

邸運府県拠点について  

都道府県がん診療連携拠点病院は、都道府県に1カ所整備することとされているが、都道  
府県がん診療連携拠点病院が2医療機関となることによる両医療機関の機能的役割分担、相  

乗効果等について、都道府県の推薦意見書に数値目標を用いて記載されているなど十分な説  

明があることとする。  
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○ ① 岩手県の3病院については、新入院がん患者数、相談支援センターの相談件数の  

動向を把握する、という条件付き  

② 医療圏数を大幅にオーバーする、璃玉県、大阪府、兵庫県については、更新申請  

に向け、既指定病院との関係を整理する、という条件付き   

での指定が適当とされた。   

○ 検討会での結果に基づき、各都道府県に対し、2月23日付けで通知発出。  

ー63－   



資料4－1  
第2回がんに関する普及啓発懇談会について（概要）   

平成20年12月26日（金） 13：00～15：00  

於・中央合同庁舎5号館18階専用第22会議室  

担席者  

〔 

概 要  

霊警雲霞至芸畠讐雷荒芸竺妄霊警慧雷芸至妄冨ア豊富要言妄冨諾諾苧員〕  

【第1部：公開シンポジウム】  

がん及びがん以外の分野での先駆的な普及啓発活動の事例が、構成員及   

び参考人から発表された。  
プレゼンテーマ  

（Dアフラツクにおけるがんに関する普及啓発活動  

アフラツク営業教育部がん保険推進課長 永江美保子  

②島根県におけるがんに関する普及啓発活動  

特定非営利活動法人グループ・ネクサス理事長 天野 慎介  

癌と共に生きる会会長 佐藤 愛子  

③国民運動『チーム・マイナス6％』  

イーソリューションズ抹式会社代表取締役社長 佐々木経世  

④中央酪農会議「牛乳に相談だ。 」の広報活動  

社団法人日本広告業協会専務理事 兼坂 紀治  

（株）電通アカウント業務管理室シニア・フ○ロゾェクトマネーシ㍉「百束 英二  

⑤スター混声合唱団の活動紹介  

タレント 山田邦子（有志団員による合唱が飛び入りで行われた。）  

【第2部：懇談会】  

○ 中川座長から、自身の活動報告として、国立市立国立第一中学校（東京  

都）でのがんの授業、朝日新聞の広告特集、日本テレビ「世界一受けたい  

事業」への出演予定の紹介が行われた。また、次回以降、韓国ががん検診  

受診率50％を達成した事例の発表を行いたい旨発言があった。  

○ その後、各委員から、国民運動『チーム・マイナス6％』の事例発表を  
踏まえ、がん検診の受診勧奨においても同様の集中キャンペーンの実施、  

企業・団体・N P Oを巻き込んだ実施本部の設置、明確なメッセージの発  

信等が必要であるとの意見があった。  

○ 事務局から、普及啓発事業を中心とした平成21年度予箕案の説明と平成  

20年1月現在の市区町村におけるがん検診の実施状況等調査により、各市  

区町村のがん検診予算や受診時の自己負担額の報告を行った。   

今後の予定  

第3回 平成21年3月17日（火）14：00～16：00開催予定  

（第4回以後の開催日程は未定）  
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資料4－2  

「がん検診受診率50％達成に向けた」受診勧奨事業  

に係るキャッチフレーズ等の募集について（案）  

【趣旨】   

がん検診については、がん対策推進基本計画において、5年以内に受診率を50  

％以上とすることが個別目標の一つとして掲げられている。   

平成20年5月の第7回がん対策推進協議会において了解された「がん対策基本  

計画に基づく国の主な取組」においては、この個別目標を達成するため、平成21  

年度から国・1∃治体・企業・検診機関・患者団体等が一体となったがん検診受診  

率向上のための広報を全国展開することとしたtところである。   

この受診勧奨事業を効果的に展開するためには、国の主導のもと全国の関係機  

関及び関係団体が明確かつ共通のキャッチフレーズ等のもとに統一的な事業を展  

開することが重要である   

このため、・一般国民に対し、がん検診の必要性が正しく認知され、行動を促す  

ようなキャッチフレーズ等の公募を行うものである。  

【募集事項】  

（1）キャッチフレーズ  

（2）イメ・－ジキャラクター  

（3）ロゴ 等  

【スケジュール】  

2月26日 第9回がん対策推進協議会  

国民に対するキャッチフレーズ等の募集開始の報告   

3月17日 第3回がんに関する普及啓発懇談会の開催  

国民等に対するキャッチフレーズ等の募集開始の報告   

4月～   インターネット等によるキャッチフレーズ等募集開始  

（30日程度）   

5月中旬 第4回がんに関する普及啓発懇談会  

キャッチフレーズ等に対する意見、評価  

5月下旬 第10回がん対策推進協議会  

キャッチフレーズ等の決定、公表（未定）  
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資料 5  
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がん対策の推進に関する主な取組（アクションプラン）について（案）  

1．経緯  

（1）がん対策基本法に基づき、平成19年6月に、がん対策推進基本計画   

が閣議決定された。その後、国においては、基本計画の達成に向けた具   

体的な取組ついて取りまとめた「がん対策基本計画に基づく国の主な取   

組」を策定し、平成20年5月の第7回がん対策推進協議会において了   

承された。  

（2）一方、都道府県がん対策推進計画は、現在45都道府県において策定  

・されているが、一部の都道府県計画においては、実施主体ごとに行うべ   

き具体的な施策が記載されていない。  

2．今後の対応方針  

（1）地方自治法に基づく技術的助言の一環として、「がん対策推進計画を   

推進するための都道府県の主な取組」の作成を推奨することとし、作成   

例を厚生労働省から各都道府県に対し通知することとする。（3月中旬   

目途）  

「がん対策推進計画を推進するための都道府県の主な取組」は、各都   

道府県のがん対策推進計画に記載されている具体的な施策のうち、特に   

都道府県が主体となって取り組むことが必要不可欠な分野である「がん   

医療の均てん化」、「たばこ対策」、「がん検診対策」の3点について、各   

都道府県が作成することとする。  

（2）「がん対策基本計画に基づく国の主な取組」の進捗状況については、   

関係各省からがん対策推進協議会に対し、報告することとする。  

（3）「がん対策推進計画を推進するための都道府県の主な取組」の進捗状   

況を把握するために、その内容及び進捗状況に関する評価結果を、各都   

道府県から厚生労働省に対し毎年10月末まで（がん診療連携拠点病院   

の現況報告の提出時期と同時）に報告するよう、各都道府県に対し依頼   

することとする（平成21年度から実施。）。  

ー6了－   



苧療法を実施できる体制を整備  

て、5年以内に放射線療法部門及  

び化学療法部門を設置  

がん対策情報センタこ町て、放射線鱒法1ヒ学療 

串に従事する医療従事者に対する研修会を実施  

牌
萱
の
ー
N
 
 



ーーーーー一山卜  ② 原則として全国すべての2次医   

療圏において、5年以内に、緩和ケ   

アの知識及び技能を習得している   

がん診療に携わる医師数を増加さ   

せるとともに、緩和ケアに関する専   

門的な知識及び技能を有する緩和   

ケアチームを設置している拠点病   

院等がん診療を行っている医療機   

関を複数箇所整備  

がん診療連携拠点病院の新指定要件の適用  

※ 旧指定要件に基づくがん診療連携拠点病院については、平成22年4月1日から適用  点病院の指定要  

件の見直し  

がん対策情報セン  

ターにおいて、緩和  

ケアチームに対す  

る研修会を実施  

】【M 」   



分野別  

施 策  
平成23年度  平成22年度   平成21年度  平成20年度  平成19年度  

① がん患者の意向を踏まえ、住み   

慣れた家庭や地域での療養を選択   

できる患者数の増加  

今般の医療制度改革において、新たな医療計画において、居宅等における医療の確保に関する事項を明記する  

とともに、がん・脳卒中■糖尿病・急性心筋梗塞といった疾患について、在宅医療を含めた連携体制を明示す  

ること等を医療法に規定  

医療計画等に基づき、拠点病院を中心として、緩和ケア病棟、緩和ケア外来、緩和ケアチーム、在宅療養支援  

診療所、訪問看護ステーション・薬局等の地域ごとの連携の推進  

平成18年度診療報酬改定において、新たに24時間の往診及び訪問看護の提供体制を持つ診療所を在宅療養  

支援診療所と位置づけ、手厚い評価を実施  

静岡市や尾道市において地域の医師会が中心となって、在宅医療に係る先進的な取組が行われているが、厚生  

労働省としては、このような好事例を紹介するなど、他の地域においても、安心して在宅医療が受けられる体  

制が構築されるように努めている  

① 科学的根拠に基づいて作成可能   

なすべてのがんの種類についての   

診療ガイドラインを作成するととも   

に、必要に応じて更新  

診療ガイドライン等をもとに、がん医療についての情報をがん対  

策情報センターのホームページ等への掲載することにより、医療  

従事者およぴ一般国民に向けた周知の迅速化  

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金
に
よ
り
公
募
 
 

研究班で診療ガイドライ  

ンの作成状況について調  

査し、作成t更新の体制  

について検討  

（第3次対がん総合戦略  

研究事業「患者・家族・  

国民に役立つ情報提供の  

ためのがん情報データベ  

ースや医療機関データベ  

ースの構築に関する研  

究」班）  

診療ガイドラインの作成又は更新すべきがん種についてリストアップ  

・士＝＿・－  

作成、■更新すべきガイドラインについて、  

作成・更新の実施   
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援センターを概ね1箇所程度整備   

相談支援センターの体制の維持及び充実  

フレットの種類を増加させる  

・当該パンフレットを配布する医療   

機関等の数を増加  

による特性等も踏まえた患者必携  

等に含まれる情報をすべてのがん  

患者及びその家族が入手できる  

じ 

門的にがん診療を行う医師及び臨  

床試験の実施状況に関する情報等  

∴
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分野別  

施 策  
平成23年度  平成22年度   平成21年度  平成20年度  平成19年度  

①発がんリスクの低減を図るため、   

たばこ対策について、すべての国   

民が喫煙の及ぼす健康影響につ   

いて十釧こ認識すること、適切な   

受動喫煙防止対策を実施するこ   

と、未成年者の喫煙率を0％とす   

ること、さらに、禁煙支援プログラ   

ムのさらなる普及を図りつつ、喫   

煙をやめたい人に対する禁煙支   

援を行っていくこと。  

健康日本21による普及啓発等の推進  

健やか生活習慣  

国民運動の展開  

②健康日本21に掲げられている   

「野菜の摂取量の増加」、「1日の   

食事において、果物類を摂取して   

いる者の増加」及び「脂肪エネル   

ギー比率の減少」  

（D・効果的・効率的な受診間隔や重   

点的に受診勧奨すべき対象者を   

考慮しつつ、5年以内に、50％以   

上とする  

・すべての市町村において、精度管   

理・事業評価を実施  

・科学的根拠に基づくがん検診の   

実施  

がん予防重点健康教育  

及びがん検診実施のた  

めの指針等を策定  

今後の我が国におけ  

るがん検診事業評価  

の在り方を検討  精度管理t事業評価を実施   



分野別  

施  策  
平成23年度  平成21年度  平成22年度   平成20年度  個別目標  ．   

平成19年度  

① がんによる死亡者の減少、すべ   

てのがん患者及びその家族の苦痛   

の軽減並びに療養生活の質の維   

持向上を実現するためのがん対策   

に資する研究をよリー層推進  

厚生労働省、文部  

科学省及び経済産  

業省により推進  

／＿  ＿ ＿  ＿ －  － ‾一  
成果を国民に還元   



がん対策推進計画を推進するための都道府県の主な取組（アクションプラン）（例）  

がん医療に関する取組（例）  【年齢調整死亡率】  

減少割合  
・全がん  0．0％  

・部位別   
0．0％   

大腸  0．0％  
肝臓  0．0％   

肺  0．0％   

乳房  0．0％  

食道  0．0％   

胆のう  0．0％  
月草臓  0．0％  
子宮  0．0％   

卵巣  0．0％  
前立腺  0．0％  
膜胱  0．0％  
リンパ組織 0．0％   

【緩和ケア】  

緩和ケア研修を行う  

指導医師数 ○人  

指針に基づく研修会の  

修了医師数 ○人  

緩和ケア研修を行う  

病院数  ○カ所   

【在宅医療】  

在宅療養支援診療所  

○カ所  

がん患者の在宅での  

死亡割合   ○％   

【地域連携】  

がん診療連携拠点病院  

における地域連携クリテイ  

カルパス整備率 ○％  

【年齢調整死亡率】  

（人口10万対）  

・全がん  0．0％  

・部位別   

胃  0．0％   

大腸  0．0％   

肝臓  0．0％  
肺  0．0％   

乳房  0．0％   

食道  0．0％   

胆のう  0．0％  
膵臓  0．0％   

子宮  0．0％   

卵巣  0．0％  
前立腺  0．0％   
膜月光  0．0％  
リンパ組織 0．0％   

【緩和ケア】  

緩和ケア研修を行う  

指導医師数 ○人  

指針に基づく研修会の  

修了医師数 ○人  

緩和ケア研修を行う  

病院数  ○カ所   

【在宅医療】  

在宅療養支援診療所  

○カ所  
がん患者の在宅での  

死亡割合   ○％   

【地域連携】  

がん診療連携拠点病院   

における地域連携クリテ  

カルパス整備率 ○％  

【目標】がん医療の均てん化  
放射線及び化学療法の推進  

＜都道府県＞  

・がん診療を担う医療機関における放射線療法及  

び化学療法に関する実施状況や体制の把握、   
医療計画への反映  

＜医療機関＞  

・がん診療連携拠点病院を中心に、①互いに足り  
ない診療機能の補完等により医療機関の役割  

分担・連携を強化、②医療従事者（医師、診療  
放射線技師、看護師、薬剤師など）の育成のため   
の研修及び指導体制を整備  

がんによる死亡者の減少、  

患者のQOl＿向上を目指したがん医療の推進  

＜都道府県＞  

・都道府県及び地域がん診療連携拠病院の  

診療成績及び診療機能（機器整備、専門医   

の状況を含め）公表  

・個別の医療分野で優れた診療実績を有する   

医療機関の診療成績及び診療機能（機器整  

備、専門医の状況を含め）公表  

がん医療の   

均てん化  

緩和ケアの充実  

〈都道府県〉  

・がん診療に関わる医療従事者を対象とした緩和ケア研修を定期的に実施  

〈医療機関〉  

・がん診療連携拠点病院を中心として、二次医療圏ごとに「緩和ケアの地域ネットワーク」を設置  
在宅医療の充実  

く都道府県〉  

・在宅医療における診療所、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション等の連携モデル事業立ち上げ  
〈医療機関〉  

・二次医療圏ごとに「在宅医療のネットワークに関する地域連絡会」を設置  

地域連携の充実  

〈都道府県〉  

■都道府県がん診療連携協議会の支援や、地域ごとに設置される診療ネットワークの支援  

く医療機関〉  

・がん診療連携拠点病院を中心に、二次医療圏ごとに、①互いに足りない診療機能の補完等により医療機関の  
役割分担t連携を強化するともに、専門的な医療機関による地域の医療機関に対する支援体制の強化、  
②医療従事者（医師、診療放射線技師、看護し、薬剤師など）の育成のための研修及び指導体制を整備  

がん医療に関する相談支援及び情報提供く都道府県・医療機関〉  

・相談支援センターにおける情報提供体制の充実。  

怖
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【相談支援及び情報提供】  

がん対策情報センターに  

よる研修を終了した相談員  

【相談支援及び情報提供】  

がん対策情報センターに  

よる研修を終了した相談員  

○人  
出典：大阪府立成人病センターホームページの資料を改変  



1．がん医療の均てん化  

（1）目標項目   

・がんによる死亡者の減少、患者のQOL向上を目指したがん医療の推進   

・放射線及び化学療法の推進   

・緩和ケアの充実   

・在宅医療の充実  

一地域連携の充実  

■がん医療に関する相談支援及び情報提供   

（2）到達目標と各機関等のアクションプラン（例）  

標   現状   目標（平成24年）   
令調整死亡率の減少   全がん年齢調整死亡率   全がん年齢調整死亡率  

（人口10万対）   減少率 0．0％  

0．0  

部位別年齢調整死亡率  部位別年齢調整死亡率  

（人口10万対）   減少率  

0．0％   0．0％  

大腸  0．0％   大腸  0．0％  

肝臓  0．0％   肝臓  0．0％  

肺  0．0％   肺  0．0％  

乳房  0．0％   乳房  0．0％  

食道  0．0％   食道  0．0％  

胆のう  0．0％   胆のう  0．0％  

障臓  0．0％   月革臓  0．0％  

子宮  0．0％   子宮  0．0％  

卵巣  0．0％   卵巣  0．0％  

前立腺  0．0％   前立腺  0．0％  

膀胱  0．0％   膀胱  0．0％  

リンパ組織 0．0％   リンパ組織 0．0％   

ナア研修を行う指導医師数   ○人   ○人   

こ基づく研修会の終了医師数   ○人   ○人   

嚢養支援診療所   ○カ所   ○カ所   

患者の在宅での死亡割合   0．0％   0．0％－   

療連携拠点病院における地  

プリティカルパス整備率   ○％   ○％   

策情報センターによる研修  

した相談員   ○人   ○人   

－7了－   



①がんによる死亡者の減少、患者のQOL向上を目指したがん医療の推進  

行政  医療機関   関係団体  

都道府県   市町村   （看護協会、  

薬剤師会等）   

・都道府県及  ・がん診療   ・各医療機関において、医師や看護師  ・専門職の  ・県内のが   

び地域がん   を行って   等が、それぞれの専門性をいかした   質の向上   ん医療機   

診療連携拠   いる医療   多職種によるチーム医療を提供で   のための   能の現状   

点病院の診  機関の医   きる体制を整備し、質の高いがん医   研修会の   を知ると   

療成績及び  療機能を   療を提供   開催   ともに、   

診療機能（機  都道府県  ■がん診療を行う医療機関は、診療ガ  今後必要   

器 整備、専   などから   イドラインに準ずる標準的治療を  な医療機   

門医の状況   の情報を   実施するするとともに、がん性疫病  能につい   

を含め）公表   もとに把  等の身体症状の緩和や精神心理的  て提案   

・個別の医療   握   な問題への対応し、治療の初期段階   

分野で優れ  から緩和ケアを実施   

た診療実績  ・都道府県がん診療連携拠点病院は、   

を 有する  都道府県がん診療連携協議会を設   

医療機関の  置するとともに、必要に応じて緩和   

診療成績及  ケア部会等の部会を設置すること   

び診療 機  により、地域の特性に応じた連携体   

能（機器整  制を構築。   

備、専門医の  ・がん診療連携拠点病院を中心に、二   

状 況 を 含  次医療圏ごとに、（D互いに足りない   

め）公表  診療機能の補完等により医療機関   

・がん診療を  の役割分担・連携を強化するとも   

担う医療機  に」専門的な医療機関による地域の   

関の診療体  医療機関に対する支援体制の強イヒ、   

制等を把握  ②医療従事者（医師、診療放射線技   

し、医療計画  師、看護師、薬剤師など）の育成の   

への反映  ための研修及び指導体制を整備し  

ていく。必要に応じて、がんの種類  

ごとに、地域の診療ネットワークの  

構築を行う。   

－78－   



②放射線及び化学療法の推進  

行政  医療機関   

∃ lて   市町村   

療を  ■ がん診療  ■がん診療を行う医療機   

療機   を行って   イドラインに準ずる‡   

ける   いる医療   実施   

療法  機関の医  ・がん診療連携拠点病院   

学療  療機能を   放射線療法や化学療さ   

する   都道府県   体制を整備するととも   

況や   などから   療が実施されるよう二   

王握、   の情報を   －ドを設置し定期的l   

画へ   もとに把  どにより、診療科間の   

握  

医療機関   関係団体  

（看護協会、  

薬剤師会等）   

喪を行う医療機関は、診療ガ  ・専門職の  ー 県内のが   

インに準ずる標準的治療を  質の向上  ん医療機  

のための  能の現状  

泰連携拠点病院は、専門的な  研修会の  を知ると   

療法や化学療法を提供する   開催   ともに、   

整備するとともに、集学的治  今後必要   

施されるようキャンサーボ  な医療機   

設置し定期的に開催するな  能につい   

リ、診療科間の連携を促進  て提案   

都道府県  

・がん診療  

放射線療  

及び化学  

法に関  

実施状  

体制の把  

医療計  

の反映   

一丁9－  



③緩和ケアの充実  

行政  医療機関   関係団体  

都道府県   市町村   （看護協会、  

薬剤師会等）   

・開催指針に  ・がん診療  ・がん診療を行う医療機関は、がん性  ・専門職の  ・県内のが   

準拠したが   を行って   痔痛等の身体症状の緩和や精神心   質の向上   ん医療機   

ん診療に携   いる医療  理的な問題へ対応し、治療の初期段   のための   能の現状   

わる医師に   機関の医  暗から緩和ケアを実施   研修会の   を知ると   

対する緩和   療機能を  ・がん診療連携拠点病院は、緩和ケア   開催   ともに、   

ケア研修会   都道府県   チームを配置し専門的な緩和ケア  今後必要   

が円滑に実   などから   を実施するとともに、緩和ケア外来  な医療機   

施されるよ   の情報を   を設置。また、緩和ケアや在宅医療  能につい   

う、関係団体   もとに把   に携わる医療従事者を対象とした  て提案   

等と連携し、   握   緩和ケアに関する相談窓口を設置   

必要な支援  ・がん診療連携拠点病院を中心とし   

を実施  て、二次医療圏ごとに「緩和ケアの   

・がん診療に  地域ネットワーク」を設置し、緩和   

関わる医療  ケア病棟、緩和ケア外来、緩和ケア   

従事者を対  チーム、在宅療養支援診療所、訪問   

象とした緩  看護ステーション・薬局等の地域ご   

和ケア研修  との連携を推進し、切れ目のない緩   

を定期的に  和ケアを提供していく。   

実施  ・がん診療連携拠点病院等は、開催指   

・がん診療を  針に準拠したがん診療に携わる医   

担う医療機  師に緩和ケア研修会をはじめとし   

関における  た医療従事者に対する緩和ケアに   

緩和ケアに  関する研修を実施。   

関する実施  

状況や体制  

の把握、医療  

計画への反  

映  

－80－  

1’   



④在宅医療の充実  

政   医療機関   関係団体  

市町村   （看護協会、  

薬剤師会等）   

に   

を行って   トワークに関する地域連絡会」を設   質の向上   ん医療機   

いる医療  直し、医療機関同士の連携を推進す   のための   能の現状   

機関の医   るとともに、緩和ケアに関するネッ   研修会の   を知ると   

療機能を   トワークと有機的な連携体制を構   開催   ともに、   

都道府県   築。  今後必要   

などから  ・在宅医療の充実を目的に、診療所、  な医療機   

の情報を   在宅療養支援診療所、訪問看護ステ  能につい   

もとに把  －ション、保険薬局に従事する医療  て提案   

握   従事者等に対し、研修等を実施。  ・要介護認   

を   定にかか   

機   見書等）を速やかに提出する。  る調査を  

医   迅速にう  

の   けられる  

化する。  よう協力  

する。   

都道府県  

・在宅医療   

おける診療   

所、在宅療養   

支援診療所、   

訪問看護ス   

丁－ン ヨ ン   

等の連携に   

関するモデ   

ル事業の立   

ち上げ  

・在宅医療   

担う医療   

関の把握、   

療計画へ   

反映  

－81－   



⑤地域連携の充実  

行政  医療機関   関係団体  

都道府県   市町村   （看護協会、  

薬剤師会等）   

・都道府県が  ・がん診療  ・都道府県がん診療連携拠点病院は、  ・専門職の  一 県内のが   

ん診療連携   を行って   都道府県がん診療連携協議会を設   質の向上   ん医療機   

協議会の支   いる医療  置するとともに、必要に応じて緩和   のための   能の現状   

援や、地域ご  機関の医   ケア部会等の部会を設置すること   研修会の   を知ると   

とに設置さ   療機能を   により、地域の特性に応じた連携体   開催   ともに、   

れる診療ネ   都道府県   制を構築。  今後必要   

ットワーク   などから  ・がん診療連携拠点病院を中心に、二  な医療機   

の支援を行   の情報を   次医療圏ごとに、（D互いに足りない  能につい   

つ   もとに把  診療機能の補完等により医療機関  て提案  

握   の役割分担・連携を強化するととも  

に、専門的な医療機関による地域の  

医療機関に対する支援体制の強化、  

②医療従事者（医師、診療放射線技  

師、看護師、薬剤師など）の育成の  

ための研修及び指導体制を整備し  

ていく。必要に応じて、がんの種類  

ごとに、地域の診療ネットワークの  

構築を行う。  

・がん診療連携拠点病院を含む専門  

的ながん医療を提供する医療機関  

は、セカンドオピニオンを提示する  

体制を整備するとともに、セカンド  

オピニオンを実施する医療機関の  

一覧表を共有する。   

－82－   



⑥がん医療に関する相談支援及び情報提供  

・政   医療機関   関係団体  

市町村   （看護協会、  

薬剤師会等）   

セ  

を行って   供体制の充実。   する正し   ん医療機   

提  いる医療  ・各医療機関は、診療の実施状況等に   い知識に   能の現状   

機関の医   ついて、ホームページ等により情報   ついての   を知ると   

療機能を   公開をしていく   普及啓発   ともに、   

都道府県  に取り組   今後必要   

などから  むことに   な医療機   

の情報を  より、地   能につい   

もとに把  域住民の  て提案   

握  適切な受  

療行動を  

促すとと  

もに、誤  

解に基づ  

く不安等  

を解消し  

ていく。  

都道府県  

相談支援  

ンターにお  

ける情報  

供体制の充  

実  

－83－   



たばこ対策に関する取組（例）  
【目標】たばこの健康影響についての普及啓発、未成年者の喫煙防止、受動喫煙対策のための環境整備、禁煙指導の充実  

喫煙者  喫煙率   

成人  

男0．0％以下  
女0．0％以下   

未成年者・妊婦  

0．0％  

1．たばこに関する知識の普及  

＜都道府県＞  

■たばこによる健康被害と禁煙に関する  

啓発活動（たばこによる健康障害、禁  

煙治療とサポート、情報の入手先等）  
・禁煙教育の標準化■弓削ヒ  

・保健所からの禁煙に関する社会資源  

についての情報提供  

＜市町村・保険者＞  

・たばこによる健康被害と禁煙に関する  

正しい情報と啓発活動の実施  

＜医療機関・専門家組織＞  

・各種検診・検診時、たばこによる   

無関心期  

（0．0％）  
健康被害に関する情報提供  

・「全がん協禁煙推進行動計画」の周知  

＜職域＞  

tたばこによる健康被害と禁煙に関する   

正しい情報と啓発活動の実施  

・禁煙指導・治療の情報提供  

・職域検診における、たばこによる健康被害、   

妊娠中の喫煙がこどもに及ぼす影響の周知  

＜住民＞  

■家庭内でのたばこによる健康被害と   

禁煙に関する正しい情報の共有  

成人  

男 0．0％  
女 0．0％   

未成年者・妊婦  

0．0％   

喫煙率  

（全国）  

成人  

男  39．3％  

女 11．3％  
妊婦10．0％  

未成年者  

中学3年  
男  7．3％  

女  4．8％  

高校3年  

男 21．3％  

女  9．7％  

関心期  

熟考期  

（0．0％）  
＜医療機関・専門家組織＞  

暮すべての公立医療機関における禁  

煙治療、またはなんらかの禁煙サポ  
ートの実施・提供  

・禁煙治療技術の普及活動  

・産業医講習会プログラムへの禁煙  

サポート禁煙治療の組入れ  

＜職域＞  

・検診の場等における禁煙指導  

・職員への禁煙サポートの実施  

2．禁煙支援プログラム  

・禁煙治療のできる医療機関の広報  

＜都道府県＞  

・自治体職員への禁煙サポート  

＜市町村t保険者＞  

・既存の保健関連事業における禁煙指  

導方法の開発・標準化とその普及（都  

道府県との協力）  

禁煙の実行  

準備期  

（0．0％）  
職員への禁煙サポート  

禁煙の持続  ・がん診療連携拠点病院を中心   

とした普及活動の組織化  

＜職域＞  

・職場の全館禁煙化実施のための   

委員会の組織化  

・産業医・保健所への支援要請  

＜住民＞  

・家庭内での受動喫煙の防止  

3．環境・制度面の支援  
＜都道府県＞  

・飲食店の禁煙・分煙化の指導  

・公的施設、学校の敷地内禁煙  

・「全面禁煙施設」の広報  

・健康増進法貨25条の努力義務  

を有する全施設および市民への   

同条項の周知の徹底  

非喫煙の維持  

非喫煙者  

出典：大阪府立成人病センターホームページの資料を改変   



2．たばこ対策  

（1）目標項目   

・たばこの健康影響についての普及啓発   

・未成年者の喫煙防止   

一 受動喫煙対策のための環境整備   

・禁煙指導の充実   

（2）到達目標と各機関等のアクションプラン（例）  

割合（男性）   0．0％   

（女性）   0．0％   現状          し状   

目標（平成24年）   

0．0％以下   ○％    ○％  0．0％以下   
到達目標  

喫煙する者の  

①たばこに関する正しい情報と啓発活動  

医療機関   職域   県民、患者・家族   

・医師会・病院  ・実施のための  

協会等での委   委員会の組織   

員会の組織  化   

化、行動計画  ・禁煙指導・治   

策定   療に関する情   

■ 目標達成度の   報提供   

定期的なモニ  ・職域検診にお   

タリング   ける、たばこに  

よる健康被  

害、妊娠中の  

喫煙がこども  

に及ぼす影響  

の周知  

＼  

行政  医療裾   

都道府県   市町村   

まこによる健康  ■ 既存の保健関連事  ・医師会   

彗の啓発   業（住民健診／妊  協会等   

空治療と禁煙サ   婦健診／妊婦教室   員会♂   

－トの啓発   等）における喫煙  化、行享   

萱に関する情報  者への禁煙支援の   策定   

し手先の啓発   実施   ■ 目標達   

載紙へのニコテ  ■広報紙へのニコテ  定期的   

吏存度チェック表   ン依存度チェック表   タリンク   

昌載   の掲載   

衰づくり応援店  ・継続して喫煙して   

1Pで紹介   いる妊婦に、妊娠5  

ケ月日に喫煙の害  

についてのパンフ  

レットを送付  

・母子手帳交付時の  

禁煙相談、パンフ  

レットの配布  

・健康づくり応援店を  

HPで紹介  



②学校における禁煙教育の標準化・強化  

行政  医療機関   職域   県民、患者・家族   

都道府県   市町村   

■保健部局と教育部  

局による喫煙対策  局による喫煙対策  

協議会の組織化  協議会の組織化  

・依頼のあった学校  

の児童・生徒に対  の児童・生徒に対  

して喫煙防止教育  して喫煙防止教育  

の実施   の実施。  

③健康増進法25条の努力義務を有する全施設における受動喫煙防止策の実施  

行政  医療機関   職域   県民、患者  

都道府県   市町村   ・家族  

・施設禁煙化の行動  t 施設禁煙化の行動  ■施設禁煙化の   ・喫煙場所の制  

計画の策定   計画の策定   行動計画の策   限、喫煙場所   

・目標達成度の定期  ｝ 目標達成度の定期   定   の使用時間の   

的なモニタリング  的なモニタリング  制限   

・自治体内の「全面  

禁煙施設」の広報  禁煙施設」の広報  

t健康増進法25条  

の努力義務を有す  の努力義務を有す  

る全施設及び市民  る全施設及び市民  

への同条項の周知  への同条項の周知  

の徹底  の徹底  

・長時間の受動喫煙  

の可能性のある飲  喫煙場所の使用時  

食店における禁  間の制限  

煙・分煙化の指導  

■喫煙場所の制限、  

喫煙場所の使用時  

間の制限  
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④禁煙指導の充実  

行政  医療機関   職域   県民、患者・家族   

市町村   

への禁  

煙サポート   ける禁煙治療   等における喫   ばこに関する  

に対す   技術の普及活  煙者への禁煙   正しい情報の   

一十・治   る禁煙指導方法の   動（「禁煙ガイ  指導   共有   

井修   開発・標準化とその   ドライン」、「禁  ・職員への禁煙  ・家庭内での受   

禁煙支   普及（都道府県と  煙治療のため   サポートの実   動喫煙の防止   

禁煙相   の協力）   の標準手順   施   

る医療  ・禁煙外来や禁煙支  書」の広報）  ・禁煙治療ので   

覧を案  援薬局等の禁煙相  ・都道府県・市  きる医療機関  

談を実施する医療  町村医師会に   の広報  

機関窓口一覧を案  よる産業医講  ・産業医一保健  

内   習会プログラ  所等への支援  

ムへの禁煙サ  

ポート禁煙治  

療の組み入れ  

・禁煙治療ので  

きる医療機関  

の広報  

・禁煙希望者へ  

の禁煙指導  

∃  

自治体職員〈  

煙サポート  

保健所職員  

る禁煙サボー  

療に関する研  

禁煙外来や  

援薬局等の  

談を実施す  

機関窓口ー  

内   
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がん検診に関する取組（例）  
【目標】がん検診の精度管理、受診率の向上   

科学的根拠に基づいた  

効果的ながん検診の実施  現状  

検診受診率   

胃（男） 0．0％  
胃（女） 0．0％  
子宮  0．0％  
乳  0．0％  

肺（男） 0．0％  

肺（女） ○，○％  

大腸（男）0．0％  

大腸（女）0．0％  

がん検診の各  

精度指標の把握  
検診受診率   

胃（男） 0．0％  
胃（女） 0．0％  
子宮  0．0％  
乳  0．0％  

肺（男）0．0％  
肺（女） 0．0％  

大腸（男）0．0％  

大腸（女）0．0％  

〈都道府県〉  

】市町村及び検診実  

施団体別の精度管  

理指標の定期的な  

公開  

・生活習慣病管理指  

導協議会の公開  

（市民の参加）  

〈市町村〉  

一精度管理指導を盛  

り込んだ仕様書の  

利用  

〈都道府県〉  

・がん検診に関する定期的な教  

育・研修の実施  

〈市町村〉  

・推奨された検診の実施・拡大  

・推奨されていない検診の見直し  

〈住民〉  

・がんのリスクに関する知識増加  

〈市町村〉  

一国保加入者  

における未  

受診者の把  
握と受診勧  

奨体制の整  

備  

t肺、胃、大  

腸、乳、子  
宮がん検診  

の過去3年  

以内の未受  

診者を50％  

以下  

〈住民〉  

一根拠のある  

がん検診へ  

の適切な間  
隔での受診  

がん検診の各  

精度指標の把握  
く都道府県〉 

・精密検査結果報告  

の義務咋の指導・  

通知  

〈市町村〉  

・受診時のインウォー  

〈都道府県〉  

t地域がん登録資料との記録照  

合による検診の精度管理の実  

施、偽陰性率の把握  

〈市町村〉  

一精検結果未把握例に対する年  
度を越えた追跡  

ムドーコンセントの徹底  

〈医療機関〉  

・精検実施状況の把握  

精検指定医療機関  

制度の確立  

精密検査マ土ユアル  

の作成配布  

標準的な精検実施  
精検受診率向上  がん検診精度管理体制の確立  

出典：大阪府立成人病センターホームページの資料を改変   



3．がん検診対策  

（1）目標項目   

■ がん検診の受診率の向上   

・がん検診の精度管理の均てん化   

（2）到達目標と各機関等のアクションプラン（例）   

一連目標  現状  目標（平成24年f  

書  

1  

‡  

①がん検診の受診率の向上  

医療機関   職域   県民、患者・家族   

∈療機関（かか  ・受診者が増え  ・ハイリスク情   

リつけ医など）   るような検診   報に関する知   

を訪れる患者  のエ夫   識の増加   

に対するがん  

検診の受診勧  

奨  

都道府県  市町村  

がん検診に関する  

定期的な教育・研  

修の実施  

がん検診の実施一  

提供体制の見直し  

と改善計画策定  

重点的に受診勧奨  

すべき対象者への  
受診勧奨  

早期がん発見率が  

増加するような受  

診勧奨の工夫（ハ  

イリスク情報の広  

報等）  

がん検診担当者の  

教育、研修の義務  

化及び情報交換の  

場の提供  
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②がん検診精度管理の均てん化  

行政  医療機関   職域   県民、患者・家族   

都道府県   市町村   

・市町村及び検診実  ・科学的根拠に基づ  t標準的ながん  ■適正年齢、適   

施団体の精度管理   いた検診の実施  検診精密検査  正間隔でのが   

指標の定期的な公   （ガイドライン等で  の実施  ん検診の受診   

開   推奨されていない  － がん検診精密   

・生活習慣病管理指   がん検一診の見直  検査報告体制   

導協議会の公開又   し）   の確立   

は市民の参加   ・精度管理指導を盛  ・地区医師会に   

・地域がん登録資料   リ込んだ仕様書の   おけるがん検   

との記録照合によ  利用   診精度管理の  

る検診の精度管理  実施  

の実施、偽陰性率  ■がん検診の精  

等の把握  密検査実施状  

・がん検診に関する  況の確認   

定期的な教育■研  

修の実施  

・医療機関に対する  

精密検査結果報告  

の義務化の指導・  

通知  
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（各都道府県からの報告のイメージ）  

に   実績  ついて  開催回数 委員に占め   県の協議会  ○回  

るがん患者・家族の比率  ○％  

l   目標（平成24年）   実績   

調  全がん年齢調整死亡率  全がん年齢調整死亡率  

減少率  0．0％  （人口10万対）   

0．0  

部位別年齢調整死亡率  部位別年齢調整死亡率  

減少率   （人口10万対）  

0．0％   ○，○％  

大腸  0．0％   大腸  0．0％  

肝臓  0．0％   肝臓  0．0％  

肺  0．0％   肺  0．0％  

乳房  0．0％   乳房  0．0％  

食道  0．0％   食道  0．0％  

胆のう  0．0％   胆のう  0．0％  

月拳臓  0．0％   月拳臓  0．0％  

子宮  0．0％   子宮  0．0％  

卵巣  0．0％   卵巣  0．0％  

前立腺  0．0％   前立腺  0．0％  

膀胱  0．0％   膀月光  0．0％  

リンパ組織 0．0％   リンパ組織 0．0％   

ア  ○人   ○人   

基  ○人   ○人   

療養  ○カ所   ○カ所   

患者  0．0％   0．0％   

療  

リテイカルパス整備率   ○％   ○％   

策  

た相談員   ○人   ○人   

検診受診率   

胃（男）   0．0％   0．0％   

胃 （女）   0．0％   0．0％   

子宮   0．0％   0．0％   

乳   0．0％   0．0％   

肺 （男）   0．0％   0．0％   

肺 （女）   0．0％   0．0％   

大腸（男）   0．0％   0．0％   

大腸（女）   0．0％   0．0％   

する者の割合（男性）   0．0％   ○，○％以下   

（女性）   0．0％   0．0％以下   

到達目標  

がん年齢  

一緩和ケ  

一指針に  

■在宅  

■がん  

がん診  

域連携ク  

がん対  

を終了し  
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がん対策推進基本計画の中間報告について  

1．中間報告の項目  

（1）国レベルで収集するもの  

（2）都道府県からの報告によるもの  

（3）がん診療連携拠点病院からの報告によるもの  

2．中間報告のスケジュール  
査の公表  （1）各種統計・   

（2）都道府県からの報告  

（3）がん診療連携拠点病院からの報告   



資料7－2  

0 がん対策推進基本計画に掲げる分野別施策に対する把握方法等  

■主な個別目標   
把握方法等  

【放射線療法及び化学療法あ推進並びに医  

療従事者の育成】   

現況報告書等に基づき、リニアックや外来化学療  ・すべての拠点病院における放射線療法   
及び化学療法の実施体制の整備（都道  

府県がん診療連携拠点病院及び特定機  

能病院においては部門の設置）   

【緩和ケア】   国において把握した修了証書数等に基づき、開催   
・緩和ケアの知識及び技能を習得してい  指針に準拠した緩和ケア研修会の修了者数等を把   

るがん診療に携わる医師数の増加   握   

【在宅医療】   
参考値として、人口動態統計に基づき、がん患者   

・住み慣れた家庭や地域での療養を選択  

できる患者数の増加  

【診療ガイドラインの作成】   

・作成可能なすべてのがんの種類につい  
がん対策情幸セ、ターの調査に基づき 作成され  

ての診療ガイドラインの作成・更新   
ている診療ガイドライン数を把握   

【医療機関の整備等】   

現況報告書に基づき、拠点病院の整備率等を把握  ・すべての2次医療圏に概ね1箇所程度  
拠点病院を整備   

【がん医療に関する相談支援及び情報提  

供】   現況報告書等に基づき、相談支援センターの整備   

■すべての2次医療圏において、相談支  

援センターを概ね1箇所程度整備   

【がん登録】   ・拠点病院における予後調査の実施率、がん対策   

一拠点病院における院内がん登録の実施  情報センターの研修を受講したがん登録実務者   

状況の把握   を配置している拠点病院等については、現況報   

・拠点病院においてがん登録の実務を担  告書等に基づき把握   

う者が必要な研修を受講すること   ・院内がん登録を行っている医療機関数は、研究   

E院内がん登録の実施医療機関数の増加   責等において把握することを検討   

【がんの予防】   
ー 厚生労働科学研究において実態調査を行い把握   

・未成年者の喫煙率0％   

【がんの早期発見】   一 
・がん検診受診率50％以上   

玉民生：基礎調査等に基づき昌診率柾を把握    国  活 疋－。      又。ク′ 寺   

【がん研究】   

研究費の総綾に基づき把握  
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歩衰！  

がん対策推進基本計画における個別目標とその評価について（案）  

評価  
備考  

分野別施策   個別目標  評価指標  評価方法   （更新データ把握時期、現状等）  
【ベースライン】  

がん診療を行ってい 

導役として、すべての拠点病院にお  

いて、放射線療法及び外来化学療法  

を実施できる体制を整備すること  

拠点病院のうち、少なくとも都道府  

放射線療法及び化学  

療法の推進並びに医  

療従事者の育成   及び化学療法部門を設置すること  

抗がん剤等の医薬品について、新薬  

の上市までの期間を2．5年短縮す  

ること  

なお、放射線療法及び外来化学療法  

の実施件数を集学的治療の実施状  
況を評価するための参考指梼とし  

て用いることとする。  

すべてのがん診療に携わる医師が  

緩和ケア  研修等により、緩和ケアについての  

的な知圭戟習得すること  

原則として全国すべての2次医療  

圏において、緩和ケアの知識及び技  

能を習得しているがん診療に携わ  

る医師数を増加させること  

圏において、緩和ケアに関する専門  

的な知識及び技能を有する緩和ケ  

アチームを設置している拠点病院  
等がん診療を行っている医療機関  

塘
望
」
－
u
 
 
 



るものと推測されるが、それ自体の  

増加を目標とすることは適当では  

ないことから、緩和ケアの提供体制  

の整備状況を計るための参考指標  

として用いることとする。  

がん患者の意向を踏まえ、住み慣れ   ！  

〉 【  在宅医療  た家庭や地域での療養を選択でき  

る患者数を増加させること  

科学的根拠に基づいて作成可能な  
診療ガイドラインの  】   

作成  療ガイドラインを作成するととも  
に、必要に応じて更新していくこと  

原則として全国すべての2次医療  

圏において、概ね1箇所程度拠点病  

院を整備すること  

医療機関の整備等             すべての拠点病院において、5大が  

ん（肺がん、胃がん、肝がん、大腸  

がん、乳がん）に関する地域連携ク  

リテイカルパスを整備すること  

原則として全国すべての2次医療  
圏において、相談支援センターを概  

ね1箇所程度整備すること  
すべての相談支援センターにおい  

て、がん対策情報センターによる研  

修を修了した相談員を配置するこ  

と  

がんに関する情報を掲載したパン  

フレットの種類を増加させるとと  【  
がん医療に関する相  

もl享、当該パンフレットを配布する  談支援及び情報提供  
医療機関等の数を増加させること。  

加えて、当該パンフレットや、がん  

の種類による特性等も踏まえた患  

者必携等に含まれる情報をすべて  
【 】  

のがん患者及びその家族が入手で  

きるようにすること  

拠点病院における診療実績、専門的  

にがん診療を行う医師及び臨床試  

験の実施状況に関する情報等を更  
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に充実させること。  

院内がん登録を実施している医療  

機関数を増加させるとともに、すべ  

ての拠点病院における院内がん登  
録の実施状況（診断から5年以内の  

登録症例の予後の判明状況など）を  

把握し、その状況を改善すること  
がん登録  すべての拠点病院において、がん登  

録の実務を担う者が必要な研修を  
受講すること  

がん登録に対する国民の認知度調  

査を行うとともに、がん登録の在り  

方について更なる検討を行い、その  

課題及び対応策を取りまとめるこ  

と  

発がんリスクの低減を図るため、た  

ぱこ対策について、すべての国民が  

喫煙の及ぼす健康影響について十  
釧こ認識すること、適切な受動喫煙  

防止対策を実施すること、未成年者  

の喫煙率を0％とすること、さら  

に、禁煙支援プログラムのさらなる  

がんの予防  普及を図りつつ、喫煙をやめたい人  

に対する禁煙支援を行っていくこ  

と  

健康日本21に掲げられている「野  

菜の摂取量の増加」、「1日の食事  

において、果物類を摂取している者  

の増加」及び「脂肪エネルギー比率  

の減少」  

がん検診の受診率について、欧米詩  

国に比べて低いことも踏まえ、効果  

的・効率的な受診間隔や重点的に受  

診勧奨すべき対象者を考慮しつつ、  

50％以上（乳がん検診、大腸がん  
がんの早期発見  

検診等）とすること  
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